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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 (注) １．上記「売上高」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２．平成18年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用し

ている。 

  

 

回次 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高      (百万円) ４９４,２２６ ５２１,３５８ ５５５,５６８ ６０２,７０３ ６２８,８０５

経常利益     (百万円) １９,７２６ ３１,６３８ ４６,２１４ ５４,４２９ ５６,７１４

当期純利益    (百万円) ８,６４４ １５,７８４ ２５,７１４ ３１,５９３ ３２,７６６

純資産額     (百万円) １４６,４４３ １５７,３１１ １８０,９１０ ２１５,２３５ ２６８,３５６

総資産額     (百万円) ４０７,１４８ ３９３,８３５ ４１１,４８５ ４４４,１８５ ４７０,８６４

１株当たり純資産額  (円) ７０４.８７ ７５８.４４ ８７２.２０ １,０３７.８３ １,１７５.４９

１株当たり当期純利益 (円) ３９.９１ ７５.４７ １２３.４６ １５２.０１ １５８.０２

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益       (円) 

３９.５４ ７５.４４ １２３.４４ １５１.９５ １５７.９５

自己資本比率     (％) ３６.０ ３９.９ ４４.０ ４８.５ ５１.８

自己資本利益率    (％) ６.０ １０.４ １５.２ １６.０ １４.３

株価収益率      (倍) ２５.２ ２３.３ １５.５ ２２.２ １７.５

営業活動によるキャッシュ・
フロー      (百万円) 

５５,４３９ ２７,３４７ ６０,６０８ ４１,２８４ ４６,３８２

投資活動によるキャッシュ・
フロー      (百万円) 

△１９,１２３ △２３,３５８ △３３,００２ △３７,８２０ △３７,０５９

財務活動によるキャッシュ・
フロー      (百万円) 

△２８,１２４ △１９,６１４ △１３,１１９ △ ５,６７３ △ ５,２８９

現金及び現金同等物の期末残
高        (百万円) 

６３,４２１ ４６,２０５ ６０,９５９ ６０,８１０ ６５,５７２

従業員数       (人) １７,０６１ １６,７６４ １６,５５１ １７,０６５ １７,５０２



(2) 提出会社の経営指標等 

 (注) １．上記「売上高」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２．第54期の「１株当たり配当額」には、(株)日立製作所からの分離独立40周年記念配当１円を含んでいる。 

３．第58期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用してい

る。 

  

回次 第５４期 第５５期 第５６期 第５７期 第５８期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高      (百万円) １７９,７７６ ２００,５２０ ２１８,５６８ ２４２,７９７ ２５５,０２１

経常利益     (百万円) １１,４０８ １７,５２６ ２８,７１７ ３７,５７７ ３９,２８７

当期純利益    (百万円) ６,４６６ １０,６１３ １４,６５９ ２４,２２５ ２５,４７８

資本金      (百万円) １５,２８４ １５,２８８ １５,３２８ １５,３６７ １５,４２１

発行済株式総数   (千株) ２０７,２５１ ２０７,２５６ ２０７,３１０ ２０７,３５８ ２０７,４２５

純資産額     (百万円) １１１,２５４ １２０,２３５ １３２,３３９ １５４,２０７ １７４,０９６

総資産額     (百万円) １９４,６７０ １９４,３７６ ２１０,０３１ ２３３,９１４ ２５４,４４７

１株当たり純資産額  (円) ５３６.３９ ５８０.２１ ６３８.４９ ７４３.８６ ８３９.５６

１株当たり配当額   (円) 
(うち１株当たり中間配当額
(円)) 

１１.００ 
(５.００)

１２.００
(６.００)

１７.００
(７.００)

２３.００ 
(１０.００)

２８.００
(１３.００)

１株当たり当期純利益 (円) ３０.７２ ５１.２２ ７０.７３ １１６.８７ １２２.８８

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益       (円) 

３０.６１ ５１.２１ ７０.７２ １１６.８２ １２２.８２

自己資本比率     (％) ５７.２ ６１.９ ６３.０ ６５.９ ６８.４

自己資本利益率    (％) ５.９ ９.２ １１.６ １６.９ １５.５

株価収益率      (倍) ３２.７ ３４.４ ２７.１ ２８.９ ２２.５

配当性向       (％) ３５.３ ２３.４ ２４.０ １９.７ ２２.８

従業員数       (人) ３,３７８ ３,２１２ ３,２５８ ３,３４０ ３,４９１



２【沿革】 

 当社は、昭和37年10月10日に設立された。その後、昭和43年１月、当社は、株式の額面金額を変更するため、東京都中央区所在

の日立化成工業株式会社(設立 昭和25年６月)を形式上の存続会社として合併を行っている。従って、以下は、実質上の存続会社

である日立化成工業株式会社(被合併会社)及びその主要な連結子会社の重要な事項について記載している。 

  

 

年月 沿革

昭和37年10月 日立化成工業株式会社設立 

38年４月 株式会社日立製作所の化学製品部門の営業資産を譲り受け、同時に日立化工株式会社を吸収合

併して営業開始 

40年４月 神奈川工場(コンデンサ部門)を分離独立させ、日立コンデンサ株式会社(現 日立エーアイシ

ー株式会社)を設立 

12月 桜川工場を設置 

42年５月 事業目的に「医薬品の製造及び販売」を追加 

11月 事業目的に「建設工事の設計、施工及び請負」を追加 

43年１月 株式の額面金額を変更するため、東京都中央区所在の日立化成工業株式会社と合併 

10月 松戸工場(粉末冶金部門)を分離独立させ、日立粉末冶金株式会社を設立 

11月 事業目的に「住宅機器の製造及び販売」を追加 

44年10月 結城工場を設置 

45年10月 東京・大阪両証券取引所市場第二部に上場 

46年８月 東京・大阪両証券取引所市場第一部に上場 

47年６月 新神戸電機株式会社の株式の過半数を取得 

８月 新神戸電機株式会社、東京・大阪両証券取引所市場第一部に上場 

48年３月 茨城研究所、下館研究所を設置 

８月 五井工場を設置 

49年11月 事業目的に「環境設備機器の製造及び販売」を追加 

〃 本店を東京都千代田区より東京都新宿区に移転 

55年１月 下館第二工場を設置 

57年６月 事業目的に「電子材料並びに電子部品の製造及び販売」を追加 

60年１月 下館第二工場を五所宮工場に名称変更 

61年12月 南結城工場、筑波開発研究所を設置 

62年１月 日立粉末冶金株式会社、東京証券取引所市場第二部に上場 

平成２年４月 鹿島工場を設置 

３年７月 医薬品研究所を設置 

６年１月 桜川工場を山崎工場に、南結城工場を下館工場に、五所宮工場を結城工場に統合 

７年８月 結城工場から五所宮工場を分離 

９月 日立粉末冶金株式会社、東京証券取引所市場第一部に上場 

10年11月 事業部、工場及び営業部門を工業材料事業本部及び住機環境事業本部の２事業本部に再編 

11年６月 筑波開発研究所、茨城研究所及び下館研究所の組織を統合し、総合研究所発足 

〃 工場を事業所に呼称変更 

12年６月 鹿島事業所を山崎事業所に統合 

９月 日立エーアイシー株式会社、東京証券取引所市場第一部に上場 

13年７月 日立エーアイシー株式会社、上場廃止 

８月 日立エーアイシー株式会社を当社の完全子会社化 

10月 住宅機器・環境設備部門を会社分割により当社100％出資子会社の株式会社日立ハウステック

として分社 

15年６月 委員会等設置会社(現「委員会設置会社」)に移行 

17年４月 総合研究所を機能性材料研究所、電子材料研究所及び先端材料研究所に再編 



３【事業の内容】 

 当社並びに当社の子会社60社及び関連会社10社により構成される当社グループ(以下単に「当社グループ」という。)は、エレク

トロニクス関連製品、機能性材料関連製品及び住宅機器・環境設備の製造及び販売を主たる事業としている。 

 当社グループの事業区分別の主要製品及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりである。 

 なお、当社はエレクトロニクス関連製品及び機能性材料関連製品において、製品の製造及び販売に携わっている。 

 次の３事業区分は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメン

ト情報の区分と同一である。 

 

区分 主要製品
主要な関係会社の位置付け 

製造 販売他 

エレクトロ

ニクス関連

製品 

半導体・ディスプレイ用材料 

半導体回路平坦化用研磨材料、高

耐熱ファインポリマ、ダイボンデ

ィング材料、エポキシ封止材、デ

ィスプレイ用回路接続フィルム、

液晶ディスプレイ用導光板、プラ

ズマ・ディスプレイ・パネル用電

磁波遮蔽シート 

新神戸電機(株) 

日立エーアイシー(株) 

日立化成エレクトロニクス(株) 

Hitachi Chemical (Johor) Sdn.

Bhd. 

日立化成工業(東莞)有限公司 

Hitachi Chemical (Singapore) 

Pte. Ltd. 

日立化成工業(蘇州)有限公司 

台湾日立化成工業股份有限公司 

Hitachi Chemical (Malaysia) 

Sdn. Bhd. 

Hitachi Chemical DuPont 

MicroSystems L.L.C. 

日立化成商事(株) 

Hitachi Chemical Company 

America, Ltd. 

Hitachi Chemical Co. (Hong 

Kong) Limited 

Hitachi Chemical Asia-

Pacific Pte. Ltd. 

Hitachi Chemical Electronic 

Materials (Korea) Co., Ltd. 

台湾日立化成國際股份有限公

司 

Hitachi Chemical Europe 

GmbH 

日立化成工業(上海)有限公司 

配線板及び配線板用材料 

多層プリント配線板、マルチワイ

ヤー配線板、フレキシブルプリン

ト配線板、半導体パッケージ用基

板、プリント配線板用銅張積層

板、内層回路入り銅張積層板、プ

リント配線板用感光性フィルム、

プリント配線板用めっき材料 

その他 

リチウムイオン電池用カーボン負

極材、コンデンサ 



 (注) 当社は、親会社である(株)日立製作所に、ディスクブレーキパッド、各種プリント配線板、電気絶縁用ワニス、電刷子及び

カーボンしゅう動部品等の製品を納入している。 

 

区分 主要製品
主要な関係会社の位置付け 

製造 販売他 

機能性材料

関連製品 

工業用素材 

電気絶縁用ワニス、ソルダーレジ

スト、アルキド樹脂、アクリル樹

脂、アミノ樹脂、アルキルフェノ

ール樹脂、フラン樹脂、エポキシ

樹脂硬化剤、特殊化学素材、発泡

ポリスチレン、シェルモールドレ

ジン、フェノール成形材料、高圧

絶縁用成形品、ブラウン管用黒鉛

塗料、接着剤、道路標示材料、Ｆ

ＲＰ成形品 

新神戸電機(株) 

日立粉末冶金(株) 

日本ブレーキ工業(株) 

日立化成オートモーティブプロ

ダクツ(株) 

日立化成ポリマー(株) 

浪江日立化成工業(株) 

日化テクノサービス(株) 

日立化成フィルテック(株) 

日立化成工材(株) 

日立化成コーテッドサンド(株) 

Hitachi Chemical (Johor) Sdn.

Bhd. 

Hitachi Chemical Diagnostics,

Inc. 

Hitachi Chemical Automotive 

Products (Thailand) Company 

Limited 

日立化成商事(株) 

Hitachi Chemical Company 

America, Ltd. 

Hitachi Chemical Co. (Hong 

Kong) Limited 

Hitachi Chemical Asia-

Pacific Pte. Ltd.  

台湾日立化成國際股份有限公

司 

Hitachi Chemical Europe 

GmbH 

日立バッテリー販売サービス

(株) 

カーボン・セラミックス 

電刷子、カーボンしゅう動部品、

ガラス状カーボン製品、炭化ケイ

素セラミックス、アルミナセラミ

ックス、単結晶 

自動車部品 

内・外装成形品、樹脂製バックド

アモジュール、ミリ波レーダ用平

面アンテナ、ディスクブレーキパ

ッド、ドラムブレーキアッシー、

ブレーキシューアッシー、ガスケ

ット用カーボン材料 

機能性フィルム 

粘着フィルム、非接触式ＩＣカー

ド・タグ、架橋ポリエチレンフォ

ーム、食品包装用フィルム 

その他 

診断薬、アルミ化粧板、蓄電池、

電源装置、ゴルフカート、粉末冶

金製品、鋳物鋳造用材料 

住宅機器・

環境設備 

システムバス、浴槽、システムキッ

チン、ミニキッチン、洗面化粧台、

温水洗浄便座、ガス・石油機器、自

然冷媒ヒートポンプ給湯機、合併処

理浄化槽、パネルタンク 

(株)日立ハウステック 日立化成商事(株) 

(株)日立ハウステック東日本 

(株)日立ハウステック西日本 

日立化成メンテナンス(株) 



［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりである。 

 

２．当社グループにおいて、新神戸電機(株)を含む５社がエレクトロニクス関連製品及び機能性材料関連製品の２区分の事

業に、また、日立化成商事(株)を含む７社が上記のすべての区分の事業に携わっており、各事業区分の子会社数にそれぞ

れ算入している。 

  



４【関係会社の状況】 

(1) 親会社 

 (注) １．議決権の被所有割合欄の( )内数値は、間接被所有割合で内数表示している。 

２．有価証券報告書提出会社である。 

  

(2) 連結子会社 

 

会社の名称 所在地 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の

内容 

議決権
の被所
有割合 
(％) 

関係内容 

役員兼任等
資金
援助 

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

兼任
転籍
出向 

㈱日立製作所 東京都千代田区 282,034 
電子電気機械器
具の製造、販売 

(0.4)
51.6 

あり なし なし
当社製品の販売
先、部品の仕入先 

あり

会社の名称 所在地 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の

内容 

議決権
の所有
割合 
(％) 

関係内容 

役員兼任等
資金
援助 

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

兼任
転籍
出向 

新神戸電機㈱ 
(注)１,２ 

東京都中央区 2,547 
電池、合成樹脂
製品の製造、販
売 

58.9 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

日立粉末冶金㈱ 
(注)１,２ 

千葉県松戸市 4,434 
粉末冶金製品の
製造、販売 

53.3 あり あり なし なし なし

日立エーアイシー㈱ 
(注)１ 

東京都品川区 2,316 
プリント配線
板、コンデンサ
の製造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

㈱日立ハウステック 
(注)１ 

東京都板橋区 1,700 
住宅機器、環境
設備の製造、販
売 

100.0 あり あり なし 材料の仕入先 あり

日立化成商事㈱ 
(注)１,４ 

東京都千代田区 500 

エレクトロニク
ス関連製品、機
能性材料関連製
品等の販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

日化化成品㈱ 茨城県下妻市 495 
発泡ポリスチレ
ンの加工、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 あり

日本ブレーキ工業㈱ 東京都八王子市 460 
摩擦材料の製
造、販売 

73.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

日立化成オートモーテ
ィブプロダクツ㈱ 

  
福岡県田川市 400 

自動車用内・外
装成形品、合成
樹脂加工品の製
造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の外注先 なし

日立化成ポリマー㈱ 東京都千代田区 305 
接着剤、合成樹
脂の製造、販売 

100.0 あり なし なし 当社製品の外注先 なし

浪江日立化成工業㈱ 福島県浪江町 200 
カーボン製品の
製造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の外注先 あり

日化設備エンジニアリ
ング㈱ 

茨城県日立市 150 
工場設備、機械
装置等の設計、
製作 

100.0 あり あり なし
当社設備の設計、
製作 

あり

日立化成ビジネスサー
ビス㈱ 

東京都千代田区 140 

教育、研修等の
業務受託及びパ
ソコンその他の
事務用機器等の
リース 

100.0 
あり あり あり

当社の教育・研修
業務等の委託先 

あり

日化テクノサービス㈱ 
(注)１ 

茨城県日立市 140 
物流関連業務、
試験検査業務等
の受託 

100.0 あり あり なし
当社物流関連業務
の委託先 

あり

日立化成フィルテック
㈱ 

東京都江東区 125 
食品包装用フィ
ルムの製造、販
売 

100.0 あり あり なし 当社製品の外注先 あり

日立化成エレクトロニ
クス㈱ 

茨城県筑西市 120 
プリント配線板
の製造 

100.0 あり あり なし 当社製品の外注先 あり



 

会社の名称 所在地 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の

内容 

議決権
の所有
割合 
(％) 

関係内容 

役員兼任等
資金
援助 

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

兼任
転籍
出向 

日立化成工材㈱ 茨城県日立市 100 
道路標示材料、
合成樹脂成形品
の製造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の外注先 あり

日立化成コーテッドサ
ンド㈱ 

茨城県筑西市 90 
コーテッドサン
ドの製造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 あり

Hitachi Chemical 
(Johor) Sdn. Bhd. 

(注)１ 
マレーシア 

(千M$)
150,000 

プリント配線板
用感光性フィル
ム、電気絶縁用
ワニスの製造、
販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

日立化成工業(東莞)有
限公司 

(注)１ 
中国 

(千RMB)
214,948 

プリント配線板
用感光性フィル
ム、電気絶縁用
ワニスの製造、
販売 

(6.0)
100.0 

あり あり なし なし なし

Hitachi Chemical 
(Singapore) Pte. 
Ltd. 

(注)１ 

シンガポール 
(千US$)
19,512 

プリント配線板
の製造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Hitachi Chemical 
Research Center, 
Inc. 

(注)１ 

米国 
(千US$)
20,000 

バイオテクノロ
ジーに関する研
究 

100.0 あり あり なし 当社の研究委託先 なし

日立化成工業(蘇州)有
限公司 

(注)１ 
中国 

(千RMB)
162,718 

半導体用エポキ
シ封止材の製
造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Hitachi Chemical 
Diagnostics, Inc. 

 (注)１ 
米国 

(千US$)
11,782 

診断薬の製造、
販売 

100.0 あり なし なし 製品の仕入先 なし

Tri-Continent  
Scientific, Inc. 

米国 
(千US$)
1,169 

医療用液送機器
の製造、販売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

台湾日立化成工業股份
有限公司 

台湾 
(千NT$)
183,340 

プリント配線
板、プリント配
線板用感光性フ
ィルムの製造、
販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Hitachi Chemical 
Automotive Products 
(Thailand) Company 
Limited 

タイ 
(千BAHT)
166,000 

自動車用内・外
装成形品の製
造、販売 

51.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Hitachi Chemical 
(Malaysia) Sdn. Bhd. 

マレーシア 
(千M$)
13,000 

半導体用エポキ
シ封止材、ダイ
ボンディング材
料の製造、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Hitachi Chemical 
Company America, 
Ltd. 

米国 
(千US$)
1,200 

エレクトロニク
ス関連製品、機
能性材料関連製
品の販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

日立化成工業(煙台)有
限公司 

中国 
(千RMB)
11,630 

プリント配線板
用感光性フィル
ムの加工、販売 

100.0 あり なし なし なし なし

Bioclone Australia  
Pty Limited 

オーストラリア 
(千A$)
1,800 

診断薬の製造、
販売 

100.0 あり なし あり 製品の仕入先 なし

Hitachi Chemical  
Co. (Hong Kong) 
Limited 

香港 
(千HK$)
7,000 

プリント配線板
用感光性フィル
ムの加工、販
売、エレクトロ
ニクス関連製
品、機能性材料
関連製品の販売 

(11.4)
100.0 

あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Hitachi Chemical 
Asia-Pacific Pte. 
Ltd. 

シンガポール 
(千US$)
1,000 

エレクトロニク
ス関連製品、機
能性材料関連製
品の販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし



  

 

会社の名称 所在地 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の

内容 

議決権
の所有
割合 
(％) 

関係内容 

役員兼任等
資金
援助 

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

兼任
転籍
出向 

Hitachi Chemical 
Electronic Materials 
(Korea) Co., Ltd. 

韓国 
(千WON)
630,000 

プリント配線板
用感光性フィル
ムの加工、販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

台湾日立化成國際股份
有限公司 

台湾 
(千NT$)
10,000 

エレクトロニク
ス関連製品、機
能性材料関連製
品の販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Hitachi Chemical 
Europe GmbH 

ドイツ 
(千EUR)

153 

エレクトロニク
ス関連製品、機
能性材料関連製
品の販売 

100.0 あり あり なし 当社製品の販売先 なし

㈱日立ハウステック東
日本 

東京都板橋区 170 
住宅機器、環境
設備の販売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

日立バッテリー販売サ
ービス㈱ 

東京都荒川区 150 
電池・電気機器
製品の販売、サ
ービス 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

㈱日立ハウステック西
日本 

大阪府茨木市 150 
住宅機器、環境
設備の販売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

日立化成メンテナンス
㈱ 

東京都千代田区 100 
環境設備の維持
管理 

(100.0)
100.0 

なし なし なし
当社設備の維持管
理業務の委託先 

なし

Sintering 
Technologies, Inc. 

(注)１ 
米国 

(千US$)
17,500 

粉末冶金製品の
製造、販売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

日立蓄電池(東莞)有限
公司 

中国 
(千RMB)
86,104 

電池・電気機器
製品の製造、販
売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

日立粉末冶金(東莞)有
限公司 

中国 
(千RMB)
78,627 

粉末冶金製品の
製造、販売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

佛山捷貝汽車配件有限
公司 

中国 
(千RMB)
57,337 

摩擦材料の製
造、販売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

Hitachi Powdered 
Metals (Singapore) 
Pte. Limited 

シンガポール 
(千US$)
5,400 

粉末冶金製品の
製造、販売 

(100.0)
100.0 

なし なし なし なし なし

信宜日紅樹脂化工有限
公司 

中国 
(千RMB)
27,390 

ロジン変性樹脂
の製造、販売 

(79.5)
79.5 

なし なし なし なし なし

日立化成工業(上海)有
限公司 

中国 
(千RMB)
21,522 

プリント配線板
用感光性フィル
ム、ディスプレ
イ用回路接続フ
ィルムの加工、
販売 

(100.0)
100.0 

あり あり なし 当社製品の販売先 なし

Japan Brake 
(Thailand) Co., Ltd. 

タイ 
(千BAHT)
110,000 

摩擦材料の製
造、販売 

(54.0)
60.0 

なし なし なし なし なし

その他 13社 － － － － － － － － －



 (注) １．特定子会社に該当している。 

２．有価証券報告書提出会社である。 

３．議決権の所有割合欄の( )内数値は、間接所有割合で内数表示している。 

４．日立化成商事㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えてい

る。同社の最近連結会計年度における主要な損益情報等は、以下のとおりである。 

  

(3) 持分法適用関連会社 

 (注) 議決権の所有割合欄の( )内数値は、間接所有割合で内数表示している。 

  

  

    百万円 

  売上高 87,755 

  経常利益 1,617 

  当期純利益 565 

  純資産額 4,639 

  総資産額 29,257 

会社の名称 所在地 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の

内容 

議決権
の所有
割合 
(％) 

関係内容 

役員兼任等
資金
援助 

営業上の取引 
設備の
賃貸借 

兼任
転籍
出向 

日本電解㈱ 茨城県筑西市 480 
金属箔製品の製
造、販売 

48.8 あり あり なし 材料の仕入先 なし

ディーエイチ・マテリ
アル㈱ 

東京都千代田区 450 
合成樹脂の製
造、販売 

50.0 あり あり なし 当社製品の販売先 あり

五井化成㈱ 千葉県市原市 50 
工業用素材の製
造、販売 

50.0 あり なし なし 材料の仕入先 なし

Hitachi Chemical 
DuPont MicroSystems 
L.L.C. 

米国 
(千US$)
14,000 

半導体用ポリイ
ミドの製造、販
売 

(50.0)
50.0 

あり あり なし なし なし

その他 ６社 － － － － － － － － －



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  

(2) 提出会社の状況 

 (注) １．上記「平均勤続年数」は、当社の関係会社における勤続年数を合算して算出している。 

２．上記「平均年間給与」は、基準外賃金及び賞与を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

 当社グループの主要各社の労働組合は次のとおりであり、それぞれ会社との関係は円満に推移しており、特記すべき事項はな

い。 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

エレクトロニクス関連製品 ６,８６４

機能性材料関連製品 ７,９５１

住宅機器・環境設備 ２,６８７

合計 １７,５０２

    平成19年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

３,４９１ ３７.９ １６.２ ７,０６６,３５０ 

会社名 組合名 上部団体名 

日立化成工業(株) 日立化成工業労働組合 － 

新神戸電機(株) 新神戸電機労働組合
全日本電機・電子・情報関
連産業労働組合連合会 

日立粉末冶金(株) 日立粉末冶金労働組合 － 

日立エーアイシー(株) 日立エーアイシー労働組合 － 

(株)日立ハウステック 日立ハウステック労働組合 － 

日本ブレーキ工業(株) 
  

全国一般東京一般労働組合西部ブ
ロック日本ブレーキ工業分会 

全国一般労働組合 

  ＪＡＭ千葉日本ブレーキ労働組合 ＪＡＭ千葉 

日立化成オートモーティブプロダクツ(株) 
日立化成オートモーティブプロダク
ツ労働組合 

－ 

日立化成ポリマー(株) 日立化成ポリマー労働組合 － 

浪江日立化成工業(株) 浪江日立化成工業労働組合 － 

日立化成工材(株) 日立化成工材労働組合 － 

日立化成コーテッドサンド(株) 日立化成コーテッドサンド労働組合 － 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度における日本経済は、好調な企業業績を背景に設備投資が堅調を維持するとともに、雇用情勢の好転を下支え

に個人消費も緩やかに伸長したため、半導体・液晶関連分野における在庫の増加や、年明け後の株価・為替の一時的な調整にも

かかわらず、景気は総じて順調な拡大過程を辿った。 

 世界経済では、米国において、堅調な雇用の増加と賃金上昇を背景に個人消費は活況を呈したものの、住宅投資の減退等景気

は一部でかげりを見せた。アジアにおいては、中国経済が好調な輸出や旺盛な固定資産投資を追い風に依然として高成長を続け

るとともに、ＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ地域も、中国他アジア域内向けの輸出増加等に支えられた景気拡大が続いた。また、ＥＵ諸

国においても、堅調な輸出や設備投資を背景に、景気は底堅く推移した。 

 こうした経営環境の下、当社グループは、景気の動向に影響されない強靭な事業基盤を構築するとともに、競合他社を凌駕

し、高い成長性と収益性を実現するため、当社技術の総合力を生かした新規テーマの事業化を推進するとともに、高付加価値製

品の市場拡大に対応する積極的な設備投資、生産技術の深耕、一層のコスト低減等により、シェアの維持・拡大に努めた。ま

た、中国におけるエレクトロニクス関連製品等の生産能力を一層増強するなど、海外成長市場での事業展開を加速してきた。さ

らに、グループ各社の協力の下、新規事業の育成を推進するとともに、グループ会社の収益責任体制の見直し等の諸施策を鋭意

進めてきた。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高6,288億円(前連結会計年度比4.3％増)、営業利益558億円(同3.6％増)、経常利益

567億円(同4.2％増)、当期純利益328億円(同3.7％増)の増収増益となった。 

① 各区分の事業の状況 

イ．エレクトロニクス関連製品 

半導体・ディスプレイ用材料 

 半導体用材料では、回路平坦化用研磨材料が顧客の需要増や採用拡大により前年度実績を大きく上回ったほか、ダイ

シングテープ機能を付加したダイボンディング材料が大幅に売上を伸ばした。また、エポキシ封止材も、前年度実績を

上回った。 

 ディスプレイ用材料では、回路接続フィルムが市場競争の激化により売上を減らした。また、プラズマ・ディスプレ

イ・パネル用電磁波遮蔽シートが市場価格の大幅な下落により前年度実績を下回った。 

配線板及び配線板用材料 

 配線板では、フレキシブルプリント配線板が携帯電話向け需要増により伸長し、半導体パッケージ用基板がカーナビ

ゲーション等車載用に大幅に売上を拡大したが、多層プリント配線板が国内顧客の海外への生産移管等により売上を減

らした。 

 配線板用材料では、主として半導体パッケージ用基板に使用される高耐熱プリント配線板用銅張積層板が大手顧客の

需要増により大きく売上を伸ばした。また、プリント配線板用感光性フィルムは、旺盛な中国需要を背景に前年度実績

を上回った。 

その他 

 リチウムイオン電池用カーボン負極材は、韓国を中心とした携帯電話向けの需要増により売上が伸長した。 

 コンデンサは、タンタルコンデンサがデジタル家電市場の競争激化の影響を受け売上を減らしたものの、アルミ電解

コンデンサが産業用機械等のインバーター向けに売上を伸ばし、全体としては前年度実績を上回った。 

 この結果、当事業区分の売上高は2,936億円(前連結会計年度比7.6％増)、営業利益は409億円(同8.4％増)となった。 

ロ．機能性材料関連製品 

工業用素材 

 液晶ディスプレイ回路の表面保護用等に使用される電気絶縁用ワニスが国内及び海外向けに売上を伸ばしたほか、携

帯電話の筐体用塗料等に使用されるアクリル樹脂が堅調に推移した。また、エポキシ樹脂硬化剤も、中国における設備

投資拡大に伴い、重電機器向けの需要が増加し、前年度実績を大きく上回った。 

カーボン・セラミックス 

 カーボン製品では、電刷子が自動車用、風力発電機器用等に売上を伸ばした。 

 セラミックス関連製品では、炭化ケイ素セラミックスが半導体製造装置向けや自動車ウォーターポンプ向けに売上を

伸ばしたが、アルミナセラミックスが減少し、全体としては前年度実績と同水準の売上にとどまった。また、医療用断

層撮影装置等に使用されるＧＳＯ単結晶は、新機種への採用拡大により前年度実績を上回った。 

自動車部品 

 内・外装成形品は、タイを中心としたアジア地域において新車用需要の拡大等により売上が伸長したものの、主要顧

客の需要減の影響を払拭しきれず、ほぼ前年度実績と同水準となった。また、ディスクブレーキパッドは、主要顧客の

生産台数減により売上を減らした。 



機能性フィルム 

 粘着フィルムは、液晶ディスプレイの光学シート表面保護用等に大幅に売上を拡大した。一方、架橋ポリエチレン

フォームは、耐火性及び断熱性に優れた屋根材向けが増加したものの、エアコン配管向けの減少により、前年度実績を

下回った。 

その他 

 粉末冶金製品は、カーエアコン向けの需要が好調に推移し、売上を伸ばした。 

 蓄電池は、情報通信分野の設備投資需要の拡大やフォークリフト向けの需要増により、前年度実績を上回った。 

 この結果、当事業区分の売上高は2,508億円(前連結会計年度比3.1％増)、営業利益は150億円(同0.6％増)となった。 

ハ．住宅機器・環境設備 

 エネルギー効率を向上させた自然冷媒ヒートポンプ給湯機がオール電化住宅向けに大きく伸長した。また、限られたス

ペースでも本格的な調理が楽しめるコンパクトキッチンは、集合住宅の建設増加に伴う需要増を取り込み、売上を伸ばし

た。 

 一方、システムバスが戸建住宅向けの不振により減少したほか、システムキッチンも、前年度実績を下回った。また、家

庭用合併処理浄化槽は、市場規模の縮小により売上が減少した。 

 この結果、当事業区分の売上高は844億円(前連結会計年度比2.5％減)、営業損失は55百万円となった。 

② 所在地別の事業の状況 

イ．日本 

 好調な企業業績を背景に設備投資が堅調を維持するとともに、雇用情勢の好転を下支えに個人消費も緩やかに伸長したた

め、半導体・液晶関連分野における在庫の増加や、年明け後の株価・為替の一時的な調整にもかかわらず、景気は総じて順

調な拡大過程を辿った。 

この結果、当所在地の売上高は4,823億円(前連結会計年度比0.5％増)、営業利益は499億円(同1.4％増)となった。 

ロ．アジア 

 中国経済が好調な輸出や旺盛な固定資産投資を追い風に依然として高成長を続けるとともに、ＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ地域

も、中国他アジア域内向けの輸出増加等に支えられた景気拡大が続いた。 

この結果、当所在地の売上高は1,179億円(前連結会計年度比19.5％増)、営業利益は55億円(同32.1％増)となった。 

ハ．その他 

 米国において、堅調な雇用の増加と賃金上昇を背景に個人消費は活況を呈したものの、住宅投資の減退等景気は一部でか

げりを見せた。また、ＥＵ諸国において、堅調な輸出や設備投資を背景に景気は底堅く推移した。 

この結果、当所在地の売上高は286億円(前連結会計年度比18.7％増)、営業利益は７億円(同17.6％減)となった。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から48億円増加し、656億円となった。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額が減少したことなどから、前連結会計年度実績と比較して51億円

多い、464億円の収入となった。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入が増加したことなどから、前連結会計年度実績と比

較して８億円少ない、371億円の支出となった。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済が減少したことなどから、前連結会計年度実績と比較して４億円少な

い、53億円の支出となった。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は必ずしも一様

ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で

示すことはしていない。 

 このため、生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて

示している。 

  

３【対処すべき課題】 

(1) 当社グループの現状の認識について 

 今後の経済見通しについては、米国経済が住宅投資低迷の長期化等により減速し、これが我が国及びアジア地域の生産活動に

影響を及ぼす懸念や、不安定な株式・為替動向、原油価格の再高騰懸念等、不安要因はあるものの、国内においては、設備投資

が当面堅調を維持すると予想され、個人消費も雇用・賃金の改善に支えられて拡大傾向が見込まれている。また、海外でも、ア



ジア地域において依然として成長が継続し、ＥＵ諸国の景気も堅調な推移が予想されるなど、企業をめぐる環境は安定的に推移

するものと思われる。 

 こうした状況の下、当社グループは、外部環境に依存することなく増収・増益を継続できる強固な収益構造を確立し、持続的

な成長を実現するため、成長市場・分野を見極め、競争力のある優れた技術で新たな価値を付加した製品を絶えず投入するとと

もに、コーポレート・ガバナンスの強化と企業倫理の徹底に引き続き取り組むほか、環境経営の一層の強化等、企業の社会的責

任の履行に努め、株主をはじめとするステークホルダー各位から信頼される魅力ある企業グループへの成長を目指す。 

(2) 当面の対処すべき課題の内容と対処方針 

① 技術競争力の強化 

イ．創業以来、グループ各社が蓄積してきた広範かつ多様な技術を改めてグループ横断的に共有化し、技術・製品戦略に有効

に結びつけ、強固なテクノロジー集団の実現を目指す。  

ロ．有望な技術分野に経営資源を集中投入するとともに、Ｍ＆Ａやアライアンスを積極的に進め、グループ外から導入した新

技術と当社グループの既存技術を複合・融合して、時代の最先端を行く技術を迅速かつ豊富に生み出す。 

② 低収益事業・製品対策の断行 

イ．成熟期を迎え、利益率の改善が見込めない事業・製品については、抜本的な対策を断行して、低収益事業・製品を高収益

事業・製品に入れ替え、企業の成長の糧となる利益を確保する。 

ロ．中期の市場動向から判断して利益率が将来低下する懸念のある事業・製品についても、今後の戦略を早期に明確化し、対

策を実行する。 

③ 連結経営効率の向上 

イ．最も競争力を発揮できる事業形態を実現するため、グループ内の重複事業については、整理・統合を進める。 

ロ．グループ各社に共通する間接業務については、業務の集約やＩＴを活用した経営改革を促進し、重複を回避することによ

り、人員の適正化を図る。 

④ 市場のグローバル化への対応 

イ．各市場で異なる顧客の多様な要求に迅速かつ的確に対応するため、各海外拠点の使命を見直し、これに応じた権限強化も

行って、各拠点が効率良く機能する体制を構築する。また、経営の現地化も推進する。 

ロ．中国市場に対するこれまでの投資を着実に回収するとともに、北京オリンピックや上海万国博覧会に向け拡大する需要を

確実に取り込むため、現地における生産能力の増強等に努める。 

ハ．東欧やインドをはじめとする成長市場についても、顧客の動向を確実に把握しながら事業展開策を具体化する。 

⑤ 人材育成の促進 

 部門、グループ横断的な人材ローテーションを積極的に進めるほか、性別や国籍を問わず、優秀な人材の採用を積極的に進

める。また、次世代の当社グループを担う中核人材を育成するため、全グループ会社から優れた人材を発掘し、教育を実施す

る。 

⑥ 事業上のリスクへの対応の徹底 

 事故・災害、原材料費の高騰等、当社グループが事業を展開する上で想定される多種多様なリスクを事前に十分分析し、日

常の業務活動のすべての局面で、常にリスクを想定した対策を立案・実施する。 

⑦ 企業の社会的責任(ＣＳＲ)の履行、環境経営の実践 

 地球環境に配慮した持続可能な社会づくりに貢献するため、グループ従業員全員参加型ＣＳＲ活動を積極的に推進するとと

もに、当社グループの特性を生かした環境適合製品の拡充及びリサイクル技術の実用化等、環境経営の強化を図る。また、引

き続きコンプライアンスの徹底、コーポレート・ガバナンスの強化及び企業倫理の確立に努め、企業の社会的責任を果たす。 

(3) 株式会社の支配に関する基本方針について 

 当社は、株式の上場を通じて、資本市場から事業の維持及び拡大に必要な資金を調達するとともに、株主の視点に立ったコー

ポレート・ガバナンスを確保して緊張感のある経営を実践することが当社の企業価値向上に極めて重要であると考えている。 

 一方、当社は、日立グループの一員として、経営情報の交換、研究開発、製品の供給、人材の交流等すべての分野において、

親会社の(株)日立製作所及びそのグループ会社との協力関係を良好に維持、発展させることにより、各社が有する研究開発力、

ブランドその他の経営資源を有効活用することも、当社の企業価値向上に資するものと認識している。 

 当社としては、親会社のみならず、すべての株主にとっての企業価値の最大化を常に念頭に置き、日立グループ会社との関係

においては事業運営及び取引の独立性を保つことを基本としつつ、経営計画の策定、ガバナンス体制の確立等に取り組んでい

る。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社グループは、幅広い事業分野にわたり、世界各地において事業活動を行っている。また、事業を遂行するために高度で専門

的な技術を利用している。そのため、当社グループの事業活動は、多岐にわたる要因の影響を受ける。その要因の主なものは、次

のとおりである。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 



(1) 経済の動向による影響について 

 当社グループの市場である国及び地域の経済環境の動向は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。当社グ

ループが事業活動を行っている我が国、アジア及び米国等の市場において、景気後退により個人消費や民間設備投資が減少した

場合、当社グループが提供する製品及びサービスの需要の減少や価格競争の激化が進展する可能性がある。このような環境下に

おいて、当社グループは売上高や収益性を維持できる保証はない。 

(2) 為替相場の変動による影響について 

 当社グループは、取引先及び取引地域が世界各地にわたっているため、為替相場の変動リスクにさらされている資産及び負債

を保有している。主に米ドルをはじめとする現地通貨建ての製品の輸出及び原材料の輸入を行っていることから、為替相場の変

動は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。米ドルをはじめとする他の通貨に対する円高は、国内から海外市

場に輸出される製品の価格競争力を弱め、収益に影響を及ぼす可能性がある。当社グループでは、為替相場の変動のリスクを軽

減するための施策を実行しているが、為替相場の変動による経営成績への影響を完全に回避できる保証はない。 

(3) 急速な技術革新について 

 当社グループの事業分野においては、新しい技術が急速に発展している。特にエレクトロニクスの分野においては、技術革新

の速度は顕著である。先端技術の開発に加えて、これを継続的に、迅速かつ優れた費用効率で製品及びサービスに適用すること

は、競争力を維持するために不可欠である。このような製品及びサービスを生み出すためには、研究開発に対する多大な努力が

必要となるが、当社グループの研究開発が常に成功する保証はない。当社グループの先端技術の開発又は製品・サービスへの適

用が予定どおり進展しなかった場合は、関連する当社グループの事業の経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(4) 競争の激化について 

 当社グループの事業分野においては、大規模な国際的企業から専業企業に至るまで、多様な競合相手が存在している。先端的

なエレクトロニクス関連製品においても汎用品化や低コストの地域における製造が進んでおり、価格競争を激化させている。激

しい競争の下で成功するためには、価格、技術、品質及びブランド価値の面において競争力を有する製品及びサービスを時宜に

適った方法で市場に投入しなければならないが、当社グループの提供するすべての製品及びサービスについて実現できる保証は

ない。製品及びサービスが競争力を維持できない場合又は市場投入の時期が適切でない場合は、当社グループの経営成績に影響

を及ぼす可能性がある。 

(5) 原材料、部品及びサービスの供給者への依存について 

 当社グループの生産活動は、供給者が時宜に適った方法により適切な品質及び量の原材料、部品及びサービスを当社グループ

に供給する能力に依存している。供給者が他の顧客を有し、需要過剰の状況においてすべての顧客の要求を満たすための十分な

能力を有しない可能性もある。当社グループは、原則として、複数の供給元を維持し、供給に関連する問題の発生を回避するた

め供給者と緊密な関係を築くよう努めているが、供給不足や納入の遅延等の供給に関連する問題を完全に回避できる保証はな

い。このような問題が発生した場合、当社グループの事業に影響を及ぼす可能性がある。 

(6) 主要原材料価格の変動による影響について 

 当社グループの製品は、石油化学製品を原材料としているものが多く、その仕入価格は原油価格の変動の影響を受けることが

ある。また、その他の原材料市況の変動により、原材料調達価格が上昇し、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があ

る。 

(7) 企業買収、合弁事業及び戦略的提携について 

 当社グループは、各事業分野において、新技術や新製品の開発及び競争力の強化のため、外部企業の買収、事業の合弁及び戦

略的提携を実施することがある。このような施策は、事業遂行、技術、製品及び人事上の統合において時間と費用がかかる複雑

な問題を含んでおり、適切な計画の下で実行がなされない場合には、当社グループの事業に影響を及ぼす可能性がある。事業提

携の成功は、当社グループがコントロールできない提携先の決定や能力又は市場の動向によって影響される。これらの施策に関

連して、統合に関する費用や買収事業の再構築に関する費用等の買収関連の費用が当社グループに発生する可能性がある。ま

た、当社グループが買収事業の統合に成功し、若しくは当該施策を通じて当初の目的の全部又は一部を達成することに成功する

保証はない。 

(8) 事業再構築について 

 当社グループは、経営の効率化と競争力の強化のため、不採算事業からの撤退、子会社や関連会社の売却・再編、製造拠点と

販売網の再編及び人員の適正化等による事業の再構築を継続している。これらの施策に関連して、当社グループの財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす費用が生じる可能性がある。各国政府の規制、雇用問題及びＭ＆Ａ市場における制約等によって、事業

再構築の計画が適時に実行できない可能性もある。また、当社グループが事業再構築の実施により、当初の目的の全部又は一部

を達成できる保証はない。 

(9) 優秀な人材への依存について 

 当社グループが競争力を維持するためには、経営又は技術に関する能力に優れた人材を確保、採用することが重要であると考

えている。このような優秀な人材は限られており、その確保に関する競争は激化している。当社グループがこのような優秀な人

材の確保、採用及び育成に成功する保証はない。 

(10)知的財産権について 



 当社グループは、事業を遂行する上で、製品、製品のデザイン及び製造過程等に関する知的財産権を利用している。当社グ

ループは、多数の知的財産権を保有するとともにライセンスを供与しており、必要又は有効と認める場合には、第三者の知的財

産権を使用するために相手方からライセンスを取得する。それらの権利の保護、維持又は取得が予定どおり行われなかった場合

は、当社グループの事業遂行や競争力に影響を及ぼす可能性がある。また、知的財産権に関する訴訟において当社グループが当

事者となる可能性があり、その結果、費用が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(11)訴訟その他の法的手続について 

当社グループは、事業を遂行する上で、取引先や第三者から訴訟等が提起され、又は規制当局より法的手続がとられるリスク

を有している。これらにより、当社グループに対して巨額かつ予想困難な損害賠償の請求がなされた場合又は事業遂行上の制限

が加えられた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(12)製品の品質と責任について 

 当社グループの製品及びサービスは、高度な技術や複雑な技術を利用したものが増えており、また、原材料や部品等を外部の

供給者から調達していることにより、品質保証へのコントロールは複雑化している。当社グループの製品及びサービスに欠陥等

の問題が生じた場合には、当該問題から生じた損害について当社グループが責任を負う可能性があるとともに、当社グループの

製品及びサービスの品質への信頼や経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(13)情報システムについて 

 当社グループの事業活動において、情報システムの利用とその重要性は増大している。天変地異や人為的な原因によって情報

システムの機能に支障が生じた場合、当社グループの事業活動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(14)海外活動に潜在するリスクについて 

 当社グループは、我が国の他にアジア及び米国等の国及び地域で生産及び販売を行っている。これら海外市場では、政治的及

び社会的リスクがあり、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(15)公的規制による影響について 

 当社グループの事業活動は、当社グループが事業を行う各国の多様な規制に服する。このような規制には、投資、貿易、競

争、知的財産権、税、為替及び環境・リサイクルに関する規制を含む。規制に関する重大な変更は、当社グループの事業活動を

制限し、若しくはコストを増加させ、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(16)環境問題について 

 各種の化学物質を取り扱う当社グループは、環境基本法、大気汚染防止法及び水質汚濁防止法等の環境法令を遵守している。

化学物質から発生する有害物質が社外に流出しないように万全の対策をとっているが、万一流出した場合には、社会的信用の失

墜、補償・対策費用の支出又は生産停止等の事態が発生する。また将来、環境に関する規制が一層厳しくなり、現行法令の改正

又は新たな立法による規制により、有害物質を処理するための設備投資に多額の費用が発生することがある。これらのことは、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(17)事故及び災害による影響について 

当社グループは、火災、爆発等の事故を防止するため、設備点検を実施するとともに、安全装置及び消火設備の充実等を図っ

ている。また、地震、台風等の自然災害に備え、生産設備及び情報・通信システムの安全性向上その他の対応策を講じている。

しかし、これらの施策にかかわらず事故や災害による損害を完全に防止できる保証はない。これらの損害が発生すると、生産能

力が低下し販売に大きな影響を与え、さらに事業体制の立直しのために多額の費用を要する場合がある。これらのことは、当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(18)情報の漏洩について 

当社グループは、技術、営業、その他事業に関する営業秘密並びに多数の他企業及び個人の情報を有している。当社グループ

は、情報管理に万全を期しているが、予期せぬ事態により情報が流出し、第三者がこれを不正に取得、使用する可能性がある。

当社グループの営業秘密が不正に外部に流出した場合、当社グループの事業に影響を与えるおそれがある。また、他企業及び個

人の情報が外部に流出した場合、被害を受けた企業及び個人に対して損害賠償責任を負うとともに、当社グループの事業やイ

メージに影響を与えるおそれがある。これらのことは、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 

(19)財務上のリスクについて 

 当社グループは、株式等の有価証券を保有しており、これらの有価証券の価格の下落は、当社グループの財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性がある。また、当社グループは、資本市場から長期の資金調達を行っており、金利の変動や信用リスク

による影響を受ける可能性がある。 

(20)退職給付債務について 

 当社グループは、数理計算によって算出される多額の退職給付費用及び債務を負担している。この評価には、死亡率、脱退

率、退職率、給与の変更、割引率、年金資産の期待収益率等の年金資産を見積る上で重要な前提条件が含まれている。当社グ

ループは、人員の状況、現在の市況及び将来の金利動向等多くの要素を考慮に入れて、主要な前提条件を見積る必要がある。主

要な前提条件の見積りは、基礎となる要素に基づき、合理的であると考えているが、実際の結果と合致する保証はない。割引率

の低下は、数理上の退職給付債務の増加をもたらす。退職給付債務の増減は、従業員の勤務期間にわたって償却される数理上の

差異の額に影響する。主要な前提条件の変化は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 



(21)親会社との関係について 

 当社の親会社である(株)日立製作所(平成19年３月31日現在、当社の発行済株式総数及び議決権総数のそれぞれ51.1％、51.6％

(間接被所有割合(0.4％)を含む。)を所有)は傘下に多数の関係会社を擁し、情報通信システム、電子デバイス、電力・産業シス

テム、デジタルメディア・民生機器、高機能材料、物流及びサービス他、金融サービスの７部門にわたって、製品の製造及び販

売・サービスに至る幅広い事業活動を展開しており、当社は高機能材料部門の一部を担っている。本有価証券報告書提出日現

在、当社取締役７名のうち２名は同社の役員を兼任している。また同社とは技術協力、人的協力及び製品の供給等においても密

接な関係がある。従って当社グループの事業展開等は、同社の経営戦略等の影響を受ける可能性がある。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

(1)技術供与契約 

  

(2) 技術導入契約 

  

(3) 合弁会社設立契約 

  

 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 対価 契約期間 

日立化成工業(株) 

(当社) 及び 

日本ブレーキ工業

(株) 

(連結子会社) 

Federal-Mogul 

Corporation 

(米国) 

ディスクパッドに関する

特許実施権及び技術情報

の供与 

契約製品の売上に

対し一定の実施料

を受け取る。 

自 平成19年３月31日 

至 契約製品を使用す

る対象車種の生産

終了時 

新神戸電機(株) 

(連結子会社) 

EXIDE Industries 

Limited 

(インド) 

自動車用鉛蓄電池に関す

る特許実施権及び技術情

報の供与 

定額実施料を分割

払いで受け取る。 

自 平成11年４月１日 

至 平成21年３月31日 

シール鉛蓄電池に関する

特許実施権及び技術情報

の供与 

一時金及び契約製

品の売上に対し一

定の実施料を受け

取る。 

自 平成７年６月22日 

至 平成22年６月21日 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 対価 契約期間 

新神戸電機(株) 

(連結子会社) 

パナソニック・スト

レージ・バッテリー

(株)(日本) 

鉛蓄電池に関する特許権

及び技術ノウハウの実施

権の取得 

一時金及び契約製品

の売上に対し一定の

実施料を支払う。 

自 平成16年７月１日 

至 平成26年６月30日 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日 契約期間 

新神戸電機(株) 

(連結子会社) 

(株)日立製作所 

(親会社(日本))及び 

日立マクセル(株) 

(日本) 

リチウムイオン電池のマ

ーケティング、開発、設

計、製造及び販売に関す

る合弁会社(日立ビーク

ルエナジー(株)(日本))

の設立 

平成16年６月21日 
合弁会社の存続する期

間 



(4) 商標使用契約 

  

６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は、当社の各研究所及び各事業部の研究開発部門と、当社グループ会社の研究開発部門とが密接な連携

の下に進めている。なお、Hitachi Chemical Research Center, Inc.は、研究開発を事業目的とする子会社であり、主にバイオテ

クノロジーに関する研究を行っている。 

 当連結会計年度の研究開発費は278億円である。 

 当連結会計年度における事業区分別の研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりである。 

  

エレクトロニクス関連製品 

 エレクトロニクス分野における著しい技術革新に即応した新製品の創出を目的として、半導体・ディスプレイ用材料、配線板

及び配線板用材料などに関する研究開発を進めている。新製品としては、信頼性及び作業性に優れたＤＲＡＭ用ダイボンディン

グ材料、直接描画が可能で解像度及びイメージング性に優れるプリント配線板用感光性フィルム、高い急速充電性能を有し、減

速時に発生させた電気を瞬時に蓄えることができる自動車用鉛蓄電池などがある。当事業区分の研究開発費は153億円である。 

機能性材料関連製品 

 技術革新への対応と新規市場の開拓を目的として、工業用素材、カーボン・セラミックス、自動車部品及び機能性フィルムな

どに関する研究開発を進めている。新製品としては、速硬化性と作業性を両立させた紫外線硬化型半導体用防湿絶縁塗料、フロ

ンを使用しない環境対応型発泡断熱材用ポリエステル樹脂、高精度な熱処理により薄肉・複雑形状への対応を可能にしたＶＣＴ

スプロケット（エンジン用粉末冶金部品)、耐熱性に優れたＩＣタグなどがある。当事業区分の研究開発費は115億円である。 

住宅機器・環境設備 

 機能性、デザイン及び使い勝手に優れ、かつ環境に配慮した新製品の市場投入を目的として、システムバス、システムキッチ

ン、給湯機及び浄化槽などに関する研究開発を進めている。新製品としては、御影石や檜を用いた重厚で高級感のあるシステム

バス、地震の揺れを感知してロックする引出しと汚れのつきにくいセラミックコーティング加工のシンクを搭載したシステム

キッチン、業界トップクラスのエネルギー効率を実現した自然冷媒ヒートポンプ給湯機などがある。当事業区分の研究開発費は

11億円である。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されている。この連

結財務諸表の作成に当たり、過去の実績や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見積り・予測を実施してい

る。しかし、これらには特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合がある。 

 個々の項目については「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおりである。 

(2) 財政状態の分析 

① キャッシュ・フローの分析 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりである。 

② 資産及び負債・純資産の分析 

イ．資産 

 当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末から267億円(6.0％)増加し4,709億円となった。 

 流動資産は、前連結会計年度末から199億円(8.2％)増加し2,620億円となった。受取手形及び売掛金は、売上高の増加によ

り、前連結会計年度末から70億円(5.9％)増加し1,254億円となった。たな卸資産は前連結会計年度末から39億円(8.8％)増加

し482億円となり、たな卸資産回転率は前連結会計年度の14.1回から13.6回となった。また、貸倒引当金は、前連結会計年度

末から１億円減少し38億円となった。 

 有形固定資産は、設備投資の実施により、前連結会計年度末から79億円(5.3％)増加し1,565億円となり、有形固定資産回

転率は、前連結会計年度の4.2回から4.1回となった。無形固定資産は、前連結会計年度末から11億円(17.8％)増加し73億円

となった。投資その他の資産は、前連結会計年度末から22億円(4.7％)減少し452億円となった。これは、投資有価証券が13

億円、繰延税金資産が12億円それぞれ減少したことなどによるものである。 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 対価 契約期間 

日立化成工業(株) 

(当社) 

(株)日立製作所 

(親会社(日本)) 

日立社標に関する使用権

の取得(特定の当社グル

ープ会社への再使用許諾

権付) 

製品の売上に対し一

定の使用料を支払

う。 

自 平成12年４月１日 

至 平成15年３月31日 

(その後は１年ごとの自

動更新) 



ロ．負債 

 当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末から26億円(1.3％)減少し2,025億円となった。 

 流動負債は、前連結会計年度末から89億円(5.4％)減少し1,568億円となった。これは、第２回無担保社債(利率3.5％、100

億円)の償還を行ったことなどによるものである。流動比率は前連結会計年度末の146.1％から167.0％に上昇し、流動資産か

ら流動負債を差し引いた運転資本も288億円(37.7％)増加し1,051億円となった。 

 有利子負債は、前連結会計年度末から18億円(4.8％)増加し393億円となった。 

ハ．純資産 

 当連結会計年度末の純資産合計は2,684億円となった。自己資本比率は前連結会計年度末の48.5％から51.8％に上昇し、自

己資本有利子負債比率(ＤＥＲ)は前連結会計年度末と同じく0.2倍となった。また、１株当たり純資産額は、前連結会計年度

末の1,037.83円から1,175.49円に増加した。 

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度から261億円(4.3％)増加し6,288億円となった。各区分の概況は以下のとおりで

ある。 

イ．エレクトロニクス関連製品 

 当区分の売上高は、前連結会計年度から208億円(7.6％)増加し2,936億円となり、総売上高に対する比率は1.5ポイント増

加し46.7％となった。 

ロ．機能性材料関連製品 

 当区分の売上高は、前連結会計年度から75億円(3.1％)増加し2,508億円となったが、総売上高に対する比率は0.5ポイント

減少し39.9％となった。 

ハ．住宅機器・環境設備 

 当区分の売上高は、前連結会計年度から22億円(2.5％)減少し844億円となり、総売上高に対する比率は1.0ポイント減少し

13.4％となった。 

 海外売上高は、前連結会計年度から231億円(12.6％)増加し2,074億円となり、総売上高に対する比率は2.4ポイント増加し

33.0％となった。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、前連結会計年度から228億円(5.2％)増加し4,638億円となり、売上高に対する比率は0.6ポイント増加し73.8％

となった。また、販売費及び一般管理費は、前連結会計年度から14億円(1.3％)増加し1,092億円となったが、売上高に対する

比率は0.6ポイント減少し17.3％となった。研究開発費は、前連結会計年度から９億円(3.3％)増加し278億円となったが、売上

高に対する比率は0.1ポイント減少し4.4％となった。 

③ 営業利益 

 営業利益は、前連結会計年度から19億円(3.6％)増加し558億円となり、売上高に対する比率は前連結会計年度と同じ8.9％と

なった。 

 区分別では、エレクトロニクス関連製品の営業利益は、前連結会計年度から32億円(8.4％)増加し409億円、同区分の売上高

に対する比率は0.1ポイント増加し13.9％となった。機能性材料関連製品の営業利益は、前連結会計年度から１億円(0.6％)増

加し150億円、同区分の売上高に対する比率は0.1ポイント減少し6.0％となった。住宅機器・環境設備は、前連結会計年度の９

億円の営業利益から55百万円の営業損失となった。 

④ 営業外収益(費用) 

 営業外収益(費用)は、前連結会計年度の６億円の収益から４億円増加し、10億円の収益となった。主な内訳としては、受取

利息及び配当金が前連結会計年度から５億円増加し13億円となったことなどによる。 

これらの結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度から23億円(4.2％)増加し567億円となった。 

⑤ 当期純利益 

 法人税等は、当連結会計年度の業績が好調に推移したことなどにより、前連結会計年度から９億円(4.4％)増加し220億円と

なり、税金等調整前当期純利益に対する比率(税負担率)は0.1ポイント増加し38.8％となった。また、少数株主利益は、前連結

会計年度から２億円(10.5％)増加し19億円となった。 

 これらの結果、当期純利益は、前連結会計年度から12億円(3.7％)増加し328億円となった。なお、当期純利益の売上高に対

する比率は前連結会計年度と同じく5.2％、自己資本に対する比率(ＲＯＥ)は1.7ポイント減少し14.3％、総資産額に対する比

率(ＲＯＡ)は0.2ポイント減少し7.2％となった。また、１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の152.01円から158.02円に

増加した。 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

今後の経済見通しについては、米国経済が住宅投資低迷の長期化等により減速し、これが我が国及びアジア地域の生産活動に

影響を及ぼす懸念や、不安定な株式・為替動向、原油価格の再高騰懸念等、不安要因はあるものの、国内においては、設備投資

が当面堅調を維持すると予想され、個人消費も雇用・賃金の改善に支えられて拡大傾向が見込まれている。また、海外でも、ア



ジア地域において依然として成長が継続し、ＥＵ諸国の景気も堅調な推移が予想されるなど、企業をめぐる環境は安定的に推

移するものと思われる。 

(5) 経営戦略の現状と見通し 

当社グループは、外部環境に依存することなく増収・増益を継続できる強固な収益構造を確立し、持続的な成長を実現するた

め、成長市場・分野を見極め、競争力のある優れた技術で新たな価値を付加した製品を絶えず投入するとともに、コーポレー

ト・ガバナンスの強化と企業倫理の徹底に引き続き取り組むほか、環境経営の一層の強化等、企業の社会的責任の履行に努め、

株主をはじめとするステークホルダー各位から信頼される魅力ある企業グループへの成長を目指す考えである。 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めているが、ここ数

年の世界的な事業環境の変化に鑑みると、当社グループを取り巻く状況は、さらに厳しさを増すことが予想される。このような

問題認識の下、以下の方針により事業を遂行することとしている。 

① 技術競争力の強化 

② 低収益事業・製品対策の断行 

③ 連結経営効率の向上 

④ 市場のグローバル化への対応 

⑤ 人材育成の促進 

⑥ 事業上のリスクへの対応の徹底 

⑦ 企業の社会的責任(ＣＳＲ)の履行、環境経営の実践 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、主として高付加価値製品に関し、生産ラインの増設、中国生産拠点の新設等、総額377億円の設備投資を実施

した。 

 エレクトロニクス関連製品では、当社のディスプレイ用回路接続フィルム生産設備の拡充、日立化成工業(蘇州)有限公司のプリ

ント配線板用感光性フィルム生産設備の新設等総額169億円の設備投資を実施した。 

 機能性材料関連製品では、当社の液晶ディスプレイ光学シート用表面保護フィルム生産設備の拡充等総額191億円の設備投資を実

施した。 

 住宅機器・環境設備では、㈱日立ハウステックの給湯機ほか住宅機器生産設備の合理化等総額16億円の設備投資を実施した。 

 また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はない。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は次のとおりである。なお、帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定であ

る。また、金額の表示には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

(1) 提出会社 

(2) 国内子会社 

 

      平成19年３月31日現在 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
(人) 建物及び

構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

山崎事業所 
(茨城県日立市) 

エレクトロニクス関連
製品、機能性材料関連
製品 

半導体用材料
製造設備他 

5,128 8,972
1,838

(673,929)
1,944 17,882 1,070

五井事業所 
(千葉県市原市) 

〃 
工業用素材製
造設備他 

1,274 2,461
912

(118,255)
518 5,165 239

下館事業所 
(茨城県筑西市) 

〃 
配線板及び配
線板用材料製
造設備他 

4,192 6,496
2,018

(439,684)
543 13,249 736

五所宮事業所 
(茨城県筑西市) 

〃 
ディスプレイ
用材料製造設
備他 

4,136 4,702
2,309

(295,997)
2,638 13,785 702

        平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
(人) 建物及び

構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

新神戸電機㈱ 
埼玉事業所 
(埼玉県深谷
市) 

機能性材料
関連製品 

蓄電池製造
設備他 

910 1,951
254

(132,474)
363 3,478 304

〃 
彦根事業所 
(滋賀県彦根
市) 

エレクトロ
ニクス関連
製品 

合成樹脂製
造設備他 

1,214 1,612
238

(84,619)
308 3,371 316

日立粉末冶金㈱ 

本社・松戸
事業所 
(千葉県松戸
市) 

機能性材料
関連製品 

粉末冶金製
品製造設備
他 

1,064 2,227
133

(72,480)
532 3,956 484

〃 
香取事業所 
(千葉県多古
町) 

〃 〃 1,988 3,660
1,776

(87,995)
350 7,774 314

日立エーアイシ
ー㈱ 

芳賀工場 
(栃木県二宮
町) 

エレクトロ
ニクス関連
製品 

コンデンサ
製造設備他 

1,430 1,386
1,148

(97,469)
185 4,149 203

㈱日立ハウステ
ック 

結城工場 
(茨城県筑西
市) 

住宅機器・
環境設備 

住宅機器・
環境設備製
造設備 

896 951
355

(299,581)
367 2,569 240



(3) 在外子会社 

 (注) 日立化成工業(東莞)有限公司、日立化成工業(蘇州)有限公司は、土地を賃借している。賃借している土地の面積については、

[ ]で外書している。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資計画については、市場動向、事業構造、投資効率等を総合的に勘案の上、策定している。また、当社以

外のグループ各社の重要な設備投資計画については、当社に報告されている。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修の計画はない。 

  

        平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
(人) 建物及び構

築物 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
(百万円)

合計 
(百万円) 

日立化成工業
(東莞)有限公
司 

本社・工場 
(中国) 

エレクトロ
ニクス関連
製品 

プリント配
線板用感光
性フィルム
製造設備他 

1,186 3,048
－

(  －)
[39,000]

180 4,414 227

日立化成工業
(蘇州)有限公
司 

本社・工場 
(中国) 

エレクトロ
ニクス関連
製品 

プリント配
線板用感光
性フィルム
製造設備他 

1,312 2,769
－

(  －)
[65,000]

181 4,262 256



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 (注) 上記「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日以降提出日までの間に新株予約権の行使により発行された株式の数は含ま

れていない。 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 ８００,０００,０００ 

計 ８００,０００,０００ 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 

(平成19年３月31日) 
提出日現在発行数(株)
(平成19年６月19日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 ２０７,４２５,６０８ ２０７,４２５,６０８
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

計 ２０７,４２５,６０８ ２０７,４２５,６０８ － － 

株主総会の特別決議(平成14年６月26日)   

区分 
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数              (個) ５０ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数    (個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数      (株) ５,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額       (円) １,４９４ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年８月２日
至 平成19年８月１日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額         (円) 

発行価格 １,４９４
資本組入額  ７４７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
 その他の条件は、取締役会で
定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



 

株主総会の特別決議(平成15年６月26日)   

区分 
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数              (個) ３７１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数    (個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数      (株) ３７,１００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額       (円) １,５０３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年８月２日
至 平成20年８月１日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額         (円) 

発行価格 １,５０３
資本組入額  ７５２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
その他の条件は、取締役会で

定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

    

株主総会の特別決議(平成16年６月25日)   

区分 
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数              (個) ７００ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数    (個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数      (株) ７０,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額       (円) １,８８３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月３日
至 平成21年８月２日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額         (円) 

発行価格 １,８８３
資本組入額  ９４２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
その他の条件は、取締役会で

定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



  

(3)【ライツプランの内容】 

該当事項なし 

  

 

株主総会の特別決議(平成17年６月28日)   

区分 
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数              (個) ９３０ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数    (個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数      (株) ９３,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額       (円) ２,１２３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月２日
至 平成22年８月１日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額         (円) 

発行価格 ２,１２３
資本組入額１,０６２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
その他の条件は、取締役会で

定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合

は、取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 (注) １．転換社債の転換による増加である。 

２．新株予約権の行使による増加である。 

３．新株引受権及び新株予約権の行使による増加である。 

  

(5)【所有者別状況】 

 (注) 自己株式59,051株は、「個人その他」に590単元及び「単元未満株式の状況」に51株含めて記載している。 

  

  

年月日 
発行済株式
総数増減数 

(株) 

発行済株式総
数残高 

(株) 

資本金増減
額 

(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金
増減額 

(千円) 

資本準備金
残高 

(千円) 

第54期 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

(注)１ 

282 207,251,708 248 15,284,011 248 30,923,416

第55期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(注)２ 

5,000 207,256,708 3,735 15,287,747 3,735 30,927,151

第56期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(注)２ 

54,000 207,310,708 40,433 15,328,180 40,414 30,967,565

第57期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(注)３ 

47,900 207,358,608 38,671 15,366,851 38,639 31,006,204

第58期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(注)３ 

67,000 207,425,608 54,319 15,421,170 54,273 31,060,477

     平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況(１単元の株式数 100株)
単元未満
株式の状
況(株) 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人その
他 

計 
個人以外 個人

株主数(人) － 88 48 252 324 3 14,442 15,157 －

所有株式数
(単元) 

－ 381,261 17,462 1,111,418 439,510 15 122,596 2,072,262 199,408

所有株式数
の割合(％) 

－ 18.40 0.84 53.63 21.21 0.00 5.92 100.00 －



(6)【大株主の状況】 

  

(注) １．当社は、アライアンス・バーンスタイン(株)並びにその共同保有者であるアライアンス・バーンスタイン・エル・ピー及

びアクサ・インベストメント・マネージャーズ・パリより平成18年９月14日付大量保有報告書の写しを受領しており、同年

８月31日現在それぞれ以下のとおり当社株式を所有している旨の報告を受けているが、当連結会計年度末時点における実質

所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 

２．当社は、野村證券(株)並びにその共同保有者であるMAINTRUST Kapitalanlagegesellschaft mbH及び野村アセットマネジ

メント(株)より平成19年４月６日付大量保有報告書の写しを受領しており、同年３月30日現在それぞれ以下のとおり当社株

式を所有している旨の報告を受けているが、一部の保有者につき、当連結会計年度末時点における実質所有株式数の確認が

できないので、上記大株主の状況には含めていない。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(株)日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 106,048 51.13 

日本マスタートラスト信託銀行
(株)(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 9,572 4.61 

日本トラスティ・サービス信託銀
行(株)(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 8,858 4.27 

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 4,186 2.02 

第一生命保険(相) 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 3,000 1.45 

ビービーエイチルクス エーシー
エム グローバル インベストメ
ンツ グローバル グロウス プ
ール 
(常任代理人 (株)三菱東京ＵＦＪ
銀行) 

18 RUE EUGENE RUPPERT L-2453 
LUXEMBOURG LUXEMBOURG 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

2,174 1.05 

ピクテ アンド シー ヨーロッ
パ エスエー 
(常任代理人 (株)三井住友銀行資
金証券サービス部) 

1 BOULEVARD ROYAL L-2016 LUXEMBOURG 
LUXEMBOURG 
(東京都千代田区丸の内一丁目３番２号) 

2,006 0.97 

野村信託銀行(株)(投信口) 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 1,864 0.90 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 1,720 0.83 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505103 
(常任代理人 (株)みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室) 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

1,707 0.82 

計 － 141,138 68.04 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株) 

株券等保有 
割合 
(％) 

アライアンス・バーンスタイン(株) 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 682,700 0.33 

アライアンス・バーンスタイン・エ
ル・ピー 

アメリカ合衆国10105、ニューヨーク州、
ニューヨーク、アベニュー・オブ・ジ・ア
メリカズ1345 

13,517,751 6.52 

アクサ・インベストメント・マネー
ジャーズ・パリ 

クーフ ディフェンス ツールB-100、エ
スレネー デュ ジェネラール デュ グ
ーユ、92932 パリ、ラ ディフェンス 
セデックス、フランス 

4,700 0.00 

計 － 14,205,151 6.85 

保有株券等の数 株券等保有 



  

(7)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 

氏名又は名称 住所
(株) 割合 

(％) 

野村證券(株) 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 697,440 0.34 

MAINTRUST 
Kapitalanlagegesellschaft mbH 

Graefstrasse 109,60487 Frankfurt am 
Main,F.R.Germany 

245,200 0.12 

野村アセットマネジメント(株) 東京都中央区日本橋一丁目12番１号 9,851,500 4.75 

計 － 10,794,140 5.20 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 
普通株式   59,000 

－
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 207,167,200 2,071,672 同上 

単元未満株式 普通株式   199,408 － 同上 

発行済株式総数 207,425,608 － － 

総株主の議決権 － 2,071,672 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数(株) 

他人名義所有株
式数(株) 

所有株式数の合
計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

日立化成工業(株) 
東京都新宿区西新
宿二丁目１番１号 

59,000 － 59,000 0.03 

計 － 59,000 － 59,000 0.03 



(8)【ストック・オプション制度の内容】 

 当社はストック・オプション制度を採用している。当該制度は、旧商法に基づき新株予約権を発行する方法によるものであ

る。 

  

① 平成14年６月26日定時株主総会決議 

 平成14年６月26日在任の当社取締役及び同日就任の当社執行役員に対して新株予約権を発行することが同日の定時株主総会

において決議されたものである。その内容は次のとおりである。 

  

② 平成15年６月26日定時株主総会決議 

 平成15年６月26日就任の当社取締役及び執行役に対して新株予約権を発行することが同日の定時株主総会において決議され

たものである。その内容は次のとおりである。 

  

 

決議年月日 平成14年６月26日

付与対象者の区分及び人数    (名) 当社取締役(社外取締役を除く。)９、執行役員１３、計２２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

株式の数            (株) ９１,０００を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額  (円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－

決議年月日 平成15年６月26日

付与対象者の区分及び人数    (名) 当社取締役及び執行役 計１６ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

株式の数            (株) ９９,０００を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額  (円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－



③ 平成16年６月25日定時株主総会決議 

 平成16年６月25日就任の当社取締役及び執行役に対して新株予約権を発行することが同日の定時株主総会において決議され

たものである。その内容は次のとおりである。 

  

④ 平成17年６月28日定時株主総会決議 

 平成17年６月28日就任の当社取締役及び執行役に対して新株予約権を発行することが同日の定時株主総会において決議され

たものである。その内容は次のとおりである。 

  

  

  

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数    (名) 当社取締役及び執行役 計１５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

株式の数            (株) ９０,０００を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額  (円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数    (名) 当社取締役及び執行役 計１７ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

株式の数            (株) ９６,０００を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額  (円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり 

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

－



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号

に該当する普通株式の取得 

  

(1)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし 

  

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし 

  

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式は

含まれていない。 

  

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

は含まれていない。 

  

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 ８,２２２ ２４,７８１,４３０ 

当期間における取得自己株式 ８７７ ２,４００,５０５ 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の 

総額(円) 
株式数(株) 

処分価額の 

総額(円) 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
－ － － － 

その他 

(単元未満株式の売渡請求による売渡) 
２４３ ６９６,０１５ － － 

保有自己株式数 ５９,０５１ － ５９,９２８ －



３【配当政策】 

当社は、経営環境、業績、将来の事業展開、配当性向等を総合的に勘案して、株主への利益配分と内部留保額を決定する。内部

留保資金については、高成長が見込める高付加価値新製品の研究開発、既存事業の活性化等に投資するとともに、強靭な財務体質

の確立に向け有効に活用して行く。 

当社は、「毎年３月末日及び９月末日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対して剰余金の配当を

することができる」また、「基準日を定めて剰余金の配当をすることができる」旨を定款に定めており、中間配当と期末配当の年

２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会である。 

 当事業年度の剰余金の配当については、上記方針に基づき以下のとおり決定し、この結果、当事業年度の配当性向は22.8％と

なった。 

  

４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(注) 上記の株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

(注) 上記の株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 

平成18年10月25日 

取締役会決議 
２,６９６ １３ 

平成19年５月24日 

取締役会決議 
３,１１０ １５ 

回次 第５４期 第５５期 第５６期 第５７期 第５８期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) １,７０１ １,９３８ ２,１３５ ３,７９０ ３,５４０ 

最低(円) ８１０ ９８７ １,４７２ １,７１９ ２,５１０ 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高(円) ３,２１０ ３,２３０ ３,３９０ ３,３９０ ２,９１０ ２,８４５ 

最低(円) ２,８０５ ２,８９０ ３,０６０ ２,７７０ ２,６６０ ２,５６０ 



５【役員の状況】 

(1) 取締役 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
(千株)

取締役会長 － 庄山 悦彦 昭和11年３月９日生 

昭和34年４月 (株)日立製作所入社 

平成３年６月 同社取締役 

５年６月 同社常務取締役 

７年６月 同社専務取締役 

９年６月 同社代表取締役・取締役

副社長 

11年４月 同社代表取締役・取締役

社長 

15年６月 同社代表執行役・執行役

社長 兼 取締役 

18年４月 同社代表執行役・執行役

会長 兼 取締役 

19年４月 同社取締役会長(現任) 

６月 当社取締役会長(現任) 

(注)３   １

取締役 

(代表執行役・

執行役社長) 

－ 長瀬 寧次 昭和18年５月13日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成７年６月 当社取締役 

８年６月 当社常務取締役 

９年６月 当社専務取締役 

11年12月 当社代表取締役・取締役

副社長 

13年10月 当社取締役 

15年４月 当社代表取締役・取締役

社長 

６月 当社取締役(現任) 兼 代

表執行役・執行役社長

(現任) 

(注)３  ３７

取締役 

(代表執行役・

執行役副社長) 

－ 浦野 孝志 昭和22年７月１日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成13年６月 当社執行役員 

15年６月 当社執行役常務 

16年４月 当社代表執行役・執行役

副社長(現任) 

６月 当社取締役(現任) 

(注)３  １８



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
(千株)

取締役 

(執行役専務) 
－ 武田 啓一 昭和23年10月１日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成12年６月 当社取締役 

15年４月 当社常務取締役 

６月 当社取締役(現任) 兼 執

行役常務 

16年４月 国立大学法人埼玉大学 

監事(現任) 

17年４月 日立化成ビジネスサービ

ス(株)取締役 兼 代表執

行役・執行役社長 

18年４月 当社執行役専務(現任) 

10月 日立化成ビジネスサービ

ス(株)代表取締役・取締

役社長(現任) 

(注)３  １６

取締役 － 小田代哲夫 昭和20年５月５日生 

昭和43年４月 当社入社 

平成９年６月 当社取締役 

12年６月 当社常務取締役 

15年４月 当社代表取締役・取締役

副社長 

６月 当社代表執行役・執行役

副社長 

16年４月 日立エーアイシー(株) 

取締役 兼 代表執行役・

執行役社長 

18年６月 当社取締役(現任) 

(注)３  ２９

取締役 － 中島  一 昭和13年11月16日生 

昭和36年４月 古河電気工業(株)入社 

49年１月 ケプナー・トリゴー日本

(株)入社 

59年８月 同社代表取締役副社長 

平成元年６月 同社代表取締役社長 

８年10月 Kepner-Tregoe, Inc. 

(米国)パートナー 

11年10月 Kepner-Tregoe Japan, 

LLC日本支社 会長 

17年６月 当社取締役(現任) 

19年１月 Kepner-Tregoe Japan, 

LLC日本支社 特別顧問

(現任) 

(注)３   １



 (注) １．取締役会長 庄山悦彦並びに取締役 中島一及び川上潤三の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２．当社は、委員会設置会社であり、当社の委員会体制は、次のとおりである。 

指名委員会  委員長 庄山 悦彦、委員 長瀬 寧次、委員 川上 潤三 

監査委員会  委員長 小田代哲夫、委員 中島  一、委員 川上 潤三 

報酬委員会  委員長 長瀬 寧次、委員 庄山 悦彦、委員 川上 潤三 

３．「取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする」旨

定款に定めている。 

  

(2) 執行役 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
(千株)

取締役 － 川上 潤三 昭和19年７月29日生 

昭和50年４月 東京大学工学部 電気工

学科助教授 

57年11月 (株)日立製作所入社 

平成15年６月 トキコ(株)代表取締役・

取締役社長 

16年10月 (株)日立製作所 執行役

常務 

18年４月 同社執行役専務 

６月 日立金属(株)取締役 

(現任) 

19年４月 (株)日立製作所 代表執

行役・執行役副社長 

(現任) 

６月 当社取締役(現任) 

(注)３   １

計 １０４

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
(千株)

代表執行

役・執行役

社長 

(取締役) 

－ 長瀬 寧次 
「(1) 取締役」に

記載のとおり 
同左 (注)  ３７

代表執行

役・執行役

副社長 

(取締役) 

執行役社長の

業務執行の補

佐、新製品・

新規事業開発

及び生産技術

の総括並びに

経営企画、品

質保証、資材

関係 

浦野 孝志 同上 同上 (注)  １８

執行役専務 

(取締役) 

管理部門の総

括及び内部統

制・財務関係 

武田 啓一 同上 同上 (注)  １６



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
(千株)

執行役専務 営業の総括 戸川  清 昭和23年５月21日生

昭和46年４月 当社入社 

平成13年６月 当社執行役員 

15年６月 当社執行役常務 

18年４月 当社執行役専務

(現任) 

(注)   ２

執行役常務 
新製品開発関

係 
宮内 克己 昭和21年８月18日生

昭和46年４月 (株)日立製作所入

社 

平成15年４月 当社転属 

16年４月 当社執行役 

17年６月 日立粉末冶金(株) 

取締役(現任) 

18年４月 当社執行役常務

(現任) 

(注)   ６

執行役常務 

機能性材料及

び生産技術関

係 

薗頭 幹雄 昭和26年２月13日生

昭和49年４月 当社入社 

平成17年４月 当社執行役 

18年４月 当社執行役常務

(現任) 

６月 新神戸電機(株) 

取締役(現任) 

(注)   ７

執行役常務 電子材料関係 角田 和好 昭和29年３月12日生

昭和56年10月 当社入社 

平成17年４月 当社執行役 

６月 日立粉末冶金(株) 

取締役(現任) 

18年４月 当社執行役常務

(現任) 

(注)   ２

執行役 
人事・総務関

係 
鈴木 直樹 昭和24年２月７日生

昭和46年７月 当社入社 

平成13年６月 当社執行役員 

15年６月 当社執行役(現任) 

新神戸電機(株) 

取締役(現任) 

(注)  １２

執行役 

ＣＳＲ及び新

規事業開発関

係 

林田  茂 昭和28年３月22日生

昭和56年10月 当社入社 

平成13年６月 当社執行役員 

15年６月 当社執行役(現任) 

(注)   ５

執行役 
自動車部品関

係 
奥田 純一 昭和22年10月１日生

昭和45年10月 当社入社 

平成13年６月 当社執行役員 

17年４月 当社執行役(現任) 

(注)   ６

執行役 配線板の総括 寺本 直樹 昭和24年４月26日生

昭和48年４月 当社入社 

平成17年４月 当社執行役(現任) 

18年４月 日立エーアイシー

(株)取締役 兼 代

表執行役・執行役

社長 

９月 同社代表取締役・

取締役社長(現任) 

(注)   １



(注) 「執行役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度の末日までとする」旨定款に定めている。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
(千株)

執行役 
グループ会社

関係 
花枝 昇一 昭和27年３月20日生

昭和49年４月 当社入社 

平成13年６月 当社執行役員 

15年６月 当社執行役 

16年４月 (株)日立製作所転

属 

18年４月 当社執行役(現任) 

６月 新神戸電機(株) 

取締役(現任) 

(注)   ２

執行役 

営業(主とし

て中部地区)

関係 

林  一郎 昭和23年11月２日生
昭和47年４月 当社入社 

平成19年４月 当社執行役(現任) 
(注)   ５

執行役 
営業(主とし

て国内)関係 
石川 譲史 昭和24年３月11日生

昭和46年４月 当社入社 

平成18年６月 日邦産業(株)監査

役(現任) 

19年４月 当社執行役(現任) 

(注)  １２

執行役 

配線板製造

(主としてシ

ンガポール)

関係 

幸島 博起 昭和28年１月11日生

昭和53年４月 当社入社 

平成18年４月 Hitachi Chemical 

(Singapore) Pte. 

Ltd. Managing 

Director(現任) 

19年４月 当社執行役(現任) 

(注)   ０

計 １３５



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、健全でかつ透明性が高く、市場の変化に即応できる経営体制の確立を経営上の最優先課題の一つに掲げている。その

一環として、当社は平成15年６月に「委員会等設置会社」(現「委員会設置会社」)に移行し、業務執行機能と監督機能を分離す

るとともに、取締役会の監督機能を強化して、客観性と透明性の高い経営の実現を目指している。 

 また、委員会等設置会社に移行した当社グループ会社に対し、社外取締役を当社から派遣することにより、グループとして一

体感のある経営を実行するとともに、グループ会社への監督機能の充実を図っている。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

イ．会社の機関の内容 

(イ)当社は平成15年６月に「委員会等設置会社」(現「委員会設置会社」)に移行した。その理由は、業務執行の決定権限を

取締役会から執行役に大幅に委譲することにより業務執行機能と監督機能を分離し、迅速で責任が明確な経営を可能にす

るとともに、取締役会の傘下に社外取締役を中心とした指名・報酬・監査の３委員会を設置することにより取締役会の監

督機能を強化して、客観性と透明性の高い経営を実現するためである。 

 当社の業務執行・経営の監視の仕組み(各委員会の概要を含む。)は、次のとおりである。 

 

(ロ)当社の取締役の総数は７名、うち社外取締役は３名である。社外取締役としては、当社の経営実態に詳しく、研究開発

その他当社の重点課題に関連する分野に精通している経営者、専門家等を選任している。社外取締役のためのみの専従ス

タッフは置かないが、取締役会及び各委員会が円滑に運営されるよう、取締役を補佐する専従スタッフを置いている。な

お、社外取締役をサポートする目的で、常勤の監査委員が欠けた場合、取締役会の決議により監査委員会の職務を補助す

べき取締役を選定することとしている。また、取締役会の開催に先立ち、その資料を７日前を目処として事前配布すると

ともに、関係する取締役及び執行役が事前説明を行っている。 

(ハ)当社は、業務執行機能と監督機能の分離を一層確実なものにするため、取締役会議長を務める取締役会長を執行役非兼

務とするとともに、執行役兼務取締役の数を必要最小限にとどめている。 

(ニ) 当社グループ会社に対し、取締役及び監査役を当社から派遣することによりグループとして一体感のある経営を実行す

るとともに、グループ会社への監督機能の充実を図っている。 

ロ．内部統制システムの整備の状況 

(イ)基本的な考え方 



 当社業務の執行が法令及び定款に適合することその他当社業務の適正を確保するためのシステムを構築して運用してお

り、その運用体制は、次のとおりである。 

 

具体的には、基本的な行動規範としての「日立化成工業企業行動基準」を当社グループ全体の共通規範として位置付

け、その他の重要な規則や基本制度等についても基幹部分を共有する一方、各グループ会社の独立性は保ちつつ、情報連

絡を円滑にし、内部監査の効率を上げて内部統制システムを実効あるものにしている。 

(ロ)整備状況 

 会社法の定めに則り、「執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することその他当社業務の適正を確保するために必

要な体制」を取締役会で決定し、これを整備している。 

 その具体的な内容は、以下のとおりである。 

ａ．執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(ａ)執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、「文書規則」、「文書保存廃棄規則」、「秘扱文書

等取扱い規則」等の関連規則に定める。 

(ｂ)監査委員会は、必要ある都度、上記の情報の開示・提供を受けることができる。 

ｂ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(ａ)「日立化成リスク対策活動実施要領」により、事業活動を妨げる要因となるリスクについて、カテゴリー毎にそ

の未然防止と緊急時の適切な対応について定めるとともに、製品事故、コンプライアンス、環境、災害、情報セ

キュリティ、財務等に係る個別のリスク管理については、「製品事故管理規程」、「環境経営会議規程」、「輸出

管理規則」、「情報セキュリティ基本方針」等の関連規則に定める。 

(ｂ)事業活動に伴うリスクの未然防止と緊急時の対応については、関係部門が必要に応じ研修、マニュアルの作成、

配布等により教育を行う。 

(ｃ)万一、災害等突発性のリスクが現実化した場合、「日立化成リスク対策活動実施要領」に基づき、リスク対策本

部の設置、アドバイザーとしての専門家の招聘等により迅速に対応する。 

 



ｃ．執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(ａ)執行役の職務に係る重要事項を効率的かつ十分な検討の下に決定するため、「執行役会規則」に基づき執行役全

員により構成される執行役会を設ける。 

(ｂ)執行役の「分掌業務規則」により各執行役の分掌を定めるとともに、各会社規則により個別の業務執行方法等を

定める。 

(ｃ)事業目標の明確化とその達成を図るため、全社及び事業部門の中長期計画、予算及び業績管理を定期的に実施し

ている。なお、当該管理に当たっては、ＩＴを積極的に活用したシステムを用いる。 

(ｄ)執行役の職務の執行が効率的に行われているかを検証するため、監査室及び関係部門による内部監査を行う。 

ｄ．執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(ａ)執行役及び使用人が法令及び定款に適合する行動をとるための規範として「日立化成工業企業行動基準」を制定

する。 

(ｂ)法令遵守に関する社内規則（「情報の管理と開示に関する規則」、「反社会的行為の防止に関する規則」、「他

社の営業秘密取扱い規則」、「個人情報保護方針」等）や各種業務規程を整備し、社内情報共有システムを用いて

規則の周知徹底を図っている。 

(ｃ)コンプライアンスに係る教育、指導及び監査を徹底するため、ＣＳＲ室を設置している。 

(ｄ)コンプライアンス、企業倫理上の問題に関する内部通報制度を設け、通報を受けた場合、ＣＳＲ室及び関係部門

が速やかにその内容に関する事実調査を行う。 

(ｅ)執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合していることを検証するため、監査室による内部監査を行

い、その結果を定期的に監査委員会に報告する。なお、必要ある場合、監査委員会より監査室に対し指示を行う。 

ｅ．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(ａ)親会社の提示する業務運営に係る価値観、行動基準等を当社及び子会社まで含む企業集団全体で共有する。 

(ｂ)当社及び子会社から成る当社グループの企業価値最大化を目的として、グループ連結経営の基本方針を定めてい

る。また、グループ連結経営における必要に応じ、グループ会社に取締役及び監査役を派遣する。 

(ｃ)親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に相反するおそれのある親会社との取引その他の施策を実施する場合、

取締役会の決議を得る。当該決議の客観的公正性を担保するため、当社取締役会に最低１名の親会社から独立した社

外取締役を置く。 

(ｄ)当社が親会社又は子会社と行う取引については、価格その他の条件面において、特に公正になされるよう留意す

る。 

(ｅ)輸出管理、環境管理、営業秘密・個人情報の管理等重要な業務に関しては親会社の定める規則を参考に、当社及び

子会社がそれぞれ規則を制定し運用する。また、これら規則の遵守につき必要な教育を実施する。 

(ｆ)当社の中長期計画及び予算を作成し、その達成状況及び業績を親会社に適切に伝達するとともに、これらの事項に

関し子会社から報告を受ける。 

(ｇ)財務報告の信頼性確保、業務の効率化の推進及び業務の法令・定款適合性確保の目的で、親会社、当社及び子会社

間においてＣＯＳＯのフレームワークに準拠した内部統制システムの整備を進め、これを運用する。 

(ｈ)定期的に親会社の監査部門による監査を受査するとともに、当社監査委員会、監査室及び関係部門も当社及び子会

社に対する定期的な監査を実施する。 

(ｉ)子会社の経営指導を担当する部門を置き、当社諸施策の周知、情報提供、業務上の助言等を行う。 

(ｊ)執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することの監視の目的で親会社及び当社の使用人が親会社の

取締役、担当部門及び弁護士に通報できる制度と、当社及び当社子会社の使用人が当社担当部門に通報できる制度と

を設けている。また、当社子会社には内部通報制度を設けるよう指導する。 

  

ハ．リスク管理体制の整備の状況 

(イ)当社及び当社グループのリスク管理体制は次のとおりである。 



 

(ロ)当社は、「日立化成リスク対策活動実施要領」を作成し、この中で、対象となるリスクの内容(当社のすべてのリスクを

対象)、全役員・従業員のリスクの発生防止義務、有事に設置するリスク対策本部のメンバー及び活動内容並びにリスク発

生時の連絡基準等を定め、リスク発生の事態に備える一方、リスク管理体制の状況を確認する目的で、当社各部門及びグ

ループ会社に対し、ＣＳＲ室が関連部門とともに定期監査を行い、リスク発生の未然防止と発生した場合の対策について

広範囲の監査を行っている。また、各部門に自己監査の実施も義務付けている。 

(ハ)当社は、ＣＳＲ室及びその下部組織として、ＣＳＲグループ、環境安全グループ及び輸出管理グループを設置し、当社

及びグループ会社のリスク管理を行っている。リスク管理全体の取纏めはＣＳＲグループが担当し、環境安全グループ及

び輸出管理グループもそれぞれの担当分野のリスク管理を行っている。このほか、各部門・グループ会社にリスク対策責

任者を置き、この責任者が当社ＣＳＲ室と連携してリスク対策に当たっている。 

ニ．内部監査及び監査委員会監査、会計監査の状況 

(イ)当社は、内部監査組織として監査室を設置している。監査室は、室長以下８名の専従スタッフにより構成されている。

監査委員会は、監査委員３名及びそのスタッフとして部長相当職以下２名を置いている。なお、監査委員会の独立性を確

保するため、監査委員会スタッフは、執行役から独立した専従者としている。 

(ロ)監査室は、監査委員会との連携の下、内部監査を実施している。具体的には、監査計画について監査室と監査委員会が

事前に協議するとともに、監査結果については、監査室が監査委員会に定期的に報告を行っているほか、監査委員会の必

要に応じ、監査室に対し報告を求めている。また、会計監査人は定期的に監査委員会に出席し、監査計画の立案並びに年

度及び中間期の会計監査結果を監査委員会に報告しているほか、監査委員会が必要に応じ会計監査人の意見を求めること

により会計監査の状況の把握に努めている。 

  

 



(ハ)当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名等は次のとおりである。 

② 会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社の社外取締役３名のうち、川上潤三氏は、当社の親会社である(株)日立製作所の代表執行役であり、当社と(株)日立製

作所との間の関係は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況 (1) 親会社」に記載のとおりである。また庄山悦彦氏は、当

社の親会社である(株)日立製作所の取締役を務めている。 

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 当事業年度において、取締役会は14回開催され、取締役の出席率は99％であった。また、指名委員会は２回、監査委員会は

13回、報酬委員会は５回それぞれ開催された。指名委員会は、株主総会に提出する取締役の選任に関する議案の内容を決定

し、監査委員会は、取締役及び執行役の職務の執行の監査を行い、報酬委員会は、取締役及び執行役の報酬内容決定の方針並

びにそれに基づく個人別の報酬の内容を決定した。 

④ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役は、当社定款第25条第２項及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の規定による

責任を限定する契約を締結している。 

 当該契約に基づく責任の限度額は、1,200万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としてい

る。 

⑤ 取締役の定数 

 「取締役は、15名以内とする」旨定款に定めている。 

⑥ 取締役の選任の決議要件 

 当社は取締役の選任決議について、「議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数を以て行う」旨定款に定めている。 

⑦ 剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、剰余金の配当等を「会社法第459条第１項各号に掲げる事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める」旨定款に定めている。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とするこ

とにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とする。 

⑧ 株主総会の特別決議要件 

 当社は、「会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当る多数を以て行う」旨定款に定めている。これは、株主総会における特

別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする。 

(3) 役員報酬の内容 

 当事業年度に係る取締役及び執行役の報酬等の総額は次のとおりである。 

(注) １．執行役兼務取締役の報酬等の額は、取締役及び執行役それぞれの報酬等の額に区分して表示している。 

２．報酬等の額には、平成19年６月に支給した期末手当15百万円(取締役)及び業績連動報酬128百万円(執行役)並びに当事

業年度における取締役及び執行役の退任慰労金要引当額166百万円が含まれている。 

３．平成18年６月22日開催の当社第57回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役に対し、当事業年度中に支払った退

任慰労金を含む報酬等の額は80百万円である。 

  

 

氏名 所属する監査法人名 監査年数(年) 監査業務に係る補助者の構成(名) 

指定社員 業務執行社員 平山 直充 
新日本監査法人 

－ 
公認会計士１３、会計士補等２０ 

指定社員 業務執行社員 辻  幸一 － 

区分 人数(名) 報酬等の額(百万円) 

取締役 

(うち社外取締役) 

 ８ 

(３) 

１１１ 

(２７) 

執行役 １２ ４９４ 

合計 ２０ ６０５ 



(4) 監査報酬の内容 

 当社が新日本監査法人に支払うべき報酬の内容は次のとおりである。 

  

 

区分 報酬額(百万円) 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 ３８ 

その他 － 

合計 ３８ 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務

諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

 なお、前連結会計年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会計年度

(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。)に基づいて作成している。 

 なお、前事業年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度(自 平成18

年４月１日 至 平成19年３月31日)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計

年度(自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の連結財務諸表並びに前事業年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

及び当事業年度(自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けている。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金     37,163 38,134 

受取手形及び売掛金 ※7   118,440 125,409 

たな卸資産     44,319 48,214 

繰延税金資産     11,666 13,293 

関係会社預け金     23,647 27,438 

その他     10,733 13,223 

貸倒引当金     △ 3,906 △ 3,759 

流動資産合計     242,062 54.5 261,952 55.6

Ⅱ 固定資産      

1.有形固定資産      

建物及び構築物 ※2 131,673 135,907  

減価償却累計額   △ 85,762 45,911 △ 89,297 46,610 

機械装置及び運搬具 ※2 328,195 338,927  

減価償却累計額   △265,905 62,290 △273,426 65,501 

土地 ※2   22,843 22,719 

建設仮勘定     4,906 8,091 

その他 ※2 64,707 68,111  

減価償却累計額   △ 52,108 12,599 △ 54,576 13,535 

有形固定資産合計     148,549 33.4 156,456 33.2

2.無形固定資産      

無形固定資産合計     6,176 1.4 7,278 1.6

3.投資その他の資産      

投資有価証券 ※1   24,352 23,027 

繰延税金資産     8,172 6,960 

その他     15,706 15,904 

貸倒引当金     △  832 △  713 

投資その他の資産合計     47,398 10.7 45,178 9.6

固定資産合計     202,123 45.5 208,912 44.4

資産合計     444,185 100.0 470,864 100.0

       



 

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

支払手形及び買掛金     73,246 73,935 

短期借入金     14,705 15,281 

一年以内に償還予定の
社債 

    10,000 3,000 

未払費用     27,477 28,225 

未払法人税等     12,715 14,422 

その他     27,553 21,949 

流動負債合計     165,696 37.3 156,812 33.3

Ⅱ 固定負債      

社債     12,000 19,000 

長期借入金     817 1,947 

退職給付引当金     20,287 18,971 

役員退職慰労引当金     1,941 2,040 

その他     4,407 3,738 

固定負債合計     39,452 8.9 45,696 9.7

負債合計     205,148 46.2 202,508 43.0

       

(少数株主持分)      

少数株主持分     23,802 5.3 － －

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※5   15,367 3.5 － －

Ⅱ 資本剰余金     34,258 7.7 － －

Ⅲ 利益剰余金     162,293 36.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    5,176 1.2 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     △ 1,777 △ 0.4 － －

Ⅵ 自己株式 ※6   △  82 △ 0.0 － －

資本合計     215,235 48.5 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    444,185 100.0 － －

       



  

  

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

  資本金     － － 15,421 3.3

  資本剰余金     － － 34,312 7.3

  利益剰余金     － － 189,581 40.2

  自己株式     － － △  106 △ 0.0

株主資本合計     － － 239,208 50.8

Ⅱ 評価・換算差額等      

  その他有価証券評価差
額金 

    － － 4,509 1.0

  繰延ヘッジ損益     － － 32 0.0

  為替換算調整勘定     － － 9 0.0

評価・換算差額等合計     － － 4,550 1.0

Ⅲ 少数株主持分     － － 24,598 5.2

純資産合計     － － 268,356 57.0

負債純資産合計     － － 470,864 100.0

       



②【連結損益計算書】 

 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     602,703 100.0 628,805 100.0

Ⅱ 売上原価 ※2   441,022 73.2 463,849 73.8

売上総利益     161,681 26.8 164,956 26.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   107,848 17.9 109,206 17.3

営業利益     53,833 8.9 55,750 8.9

Ⅳ 営業外収益      

受取利息   585 975  

受取配当金   213 351  

受取特許料   806 －  

持分法による投資利益   275 477  

為替差益   660 －  

投資有価証券売却益   － 1,163  

その他の収益   3,978 6,517 1.1 4,828 7,794 1.2

Ⅴ 営業外費用      

支払利息   1,120 1,167  

固定資産処分損   1,703 1,414  

製品補修費   － 952  

その他の費用   3,098 5,921 1.0 3,297 6,830 1.1

経常利益     54,429 9.0 56,714 9.0

Ⅵ 特別利益     － － － －

Ⅶ 特別損失     － － － －

税金等調整前当期純利
益 

    54,429 9.0 56,714 9.0

法人税、住民税及び事
業税 

  20,642 21,972  

法人税等調整額   445 21,087 3.5 43 22,015 3.5

少数株主利益     1,749 0.3 1,933 0.3

当期純利益     31,593 5.2 32,766 5.2

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   34,219

Ⅱ 資本剰余金増加高  

新株予約権の行使   38

自己株式処分差益   1 39

Ⅲ 資本剰余金期末残高   34,258

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   134,963

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益   31,593 31,593

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金   4,145

取締役賞与金   118 4,263

Ⅳ 利益剰余金期末残高   162,293

   



連結株主資本等変動計算書 

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注)１. 平成18年５月の取締役会における利益処分項目が含まれている。 

  ２. 平成17年度の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
(百万円) 

15,367 34,258 162,293 △ 82 211,836 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 54 54   108 

剰余金の配当 (注)１   △ 5,390   △ 5,390 

当期純利益   32,766   32,766 

役員賞与 (注)２   △  88   △   88 

自己株式の取得   △ 25 △   25 

自己株式の処分   0 1 1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) 

     

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

54 54 27,288 △ 24 27,372 

平成19年３月31日 残高 
(百万円) 

15,421 34,312 189,581 △106 239,208 

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
(百万円) 

5,176 － △1,777 3,399 23,802 239,037

連結会計年度中の変動額    

新株の発行     108

剰余金の配当 (注)１     △ 5,390

当期純利益     32,766

役員賞与 (注)２     △   88

自己株式の取得     △   25

自己株式の処分     1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) 

△ 667 32 1,786 1,151 796 1,947

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△ 667 32 1,786 1,151 796 29,319

平成19年３月31日 残高 
(百万円) 

4,509 32 9 4,550 24,598 268,356



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

科目 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

税金等調整前当期純利益   54,429 56,714 

減価償却費   27,200 28,077 

連結調整勘定償却額   151 － 

貸倒引当金の減少額   △  259 △  276 

受取利息及び受取配当金   △  798 △ 1,326 

支払利息   1,120 1,167 

持分法による投資利益   △  275 △  477 

有形固定資産の売除却損   1,248 1,278 

売上債権の増加額   △ 6,651 △ 5,819 

たな卸資産の増加額   △ 2,181 △ 3,553 

仕入債務の増減額   7,485 △  128 

未払金の減少額   △ 6,057 △ 5,445 

退職給付引当金の増減額   1,054 △ 1,319 

その他   △ 9,829 △ 2,917 

小計   66,637 65,976 

利息及び配当金の受取額   879 2,193 

利息の支払額   △ 1,099 △ 1,182 

法人税等の支払額   △ 25,133 △ 20,605 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  41,284 46,382 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

科目 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  

有形固定資産の取得による
支出 

  △ 35,045 △ 36,487 

有形固定資産の売却による
収入 

  613 2,596 

投資有価証券の取得による
支出 

  △  304 △ 1,236 

投資有価証券の売却による
収入 

  156 1,806 

その他   △ 3,240 △ 3,738 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △ 37,820 △ 37,059 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  

短期借入金の純増加額   1,861 388 

長期借入れによる収入   － 1,900 

長期借入金の返済による支
出 

  △ 3,042 △ 1,241 

社債の発行による収入   － 10,000 

社債の償還による支出   － △ 10,000 

配当金の支払額   △ 4,145 △ 5,390 

少数株主への配当金の支払
額 

  △  396 △  400 

その他   49 △  546 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △ 5,673 △ 5,289 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  2,060 728 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △  149 4,762 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  60,959 60,810 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残
高 

※1 60,810 65,572 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数……62社 連結子会社数……60社 

 主な連結子会社は、新神戸電機㈱、日立粉末冶金

㈱、日立エーアイシー㈱、㈱日立ハウステック、

Hitachi Chemical (Johor) Sdn. Bhd.、Hitachi 

Chemical (Singapore) Pte. Ltd.である。 

 当連結会計年度の異動は次のとおりである。 

 主な連結子会社は、新神戸電機㈱、日立粉末冶金

㈱、日立エーアイシー㈱、㈱日立ハウステック、

Hitachi Chemical (Johor) Sdn. Bhd.、Hitachi 

Chemical (Singapore) Pte. Ltd.である。 

 当連結会計年度の異動は次のとおりである。 

(新規) (除外) 

・Hitachi Chemical Automotive Products 

(Thailand) Company Limited(株式追加取得) 

・日立化成工業(煙台)有限公司(設立) 

・広島日本ブレーキ工業㈱(日本ブレーキ工業㈱と

合併) 

・ジェー・エイチ・シー㈱(日立エーアイシー㈱と

合併) 

(除外)   

・日化産業㈱(日立化成商事㈱と合併) 

・下館産業㈱(日化テクノサービス㈱と合併) 

  

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社数……10社 持分法適用関連会社数……10社 

 主な持分法適用関連会社は、日本電解㈱、ディー

エイチ・マテリアル㈱、五井化成㈱、Hitachi 

Chemical DuPont MicroSystems L.L.C.である。 

 当連結会計年度の異動は次のとおりである。 

 主な持分法適用関連会社は、日本電解㈱、ディー

エイチ・マテリアル㈱、五井化成㈱、Hitachi 

Chemical DuPont MicroSystems L.L.C.である。 

  

(除外)   

・Hitachi Chemical Automotive Products 

(Thailand) Company Limited(株式追加取得によ

り連結子会社へ異動) 

  

 当期純損益及び利益剰余金等に重要な影響を及ぼ

しておらず、かつ、全体としても重要性に乏しいた

め、持分法を適用していない関連会社として、東京

日化サービス㈱ほかがある。 

 当期純損益及び利益剰余金等に重要な影響を及ぼ

しておらず、かつ、全体としても重要性に乏しいた

め、持分法を適用していない関連会社として、東京

日化サービス㈱ほかがある。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち信宜日紅樹脂化工有限公司ほか７

社の決算日は、平成17年12月31日である。連結財務諸

表の作成に当たっては、信宜日紅樹脂化工有限公司ほ

か２社については、同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引について、連結上

必要な調整を行っている。その他の会社については、

平成18年３月31日で仮決算を行い、同日現在の財務諸

表を使用している。 

 連結子会社のうち信宜日紅樹脂化工有限公司ほか７

社の決算日は、平成18年12月31日である。連結財務諸

表の作成に当たっては、信宜日紅樹脂化工有限公司ほ

か２社については、同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引について、連結上

必要な調整を行っている。その他の会社については、

平成19年３月31日で仮決算を行い、同日現在の財務諸

表を使用している。 



 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 有価証券 

満期保有目的債券 満期保有目的債券 

償却原価法によっている。 同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法によって

いる。(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法によってい

る。) 

決算日の市場価格等に基づく時価法によって

いる。(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法によって

いる。) 

時価のないもの 時価のないもの 

主として移動平均法に基づく原価法によって

いる。 

同左 

デリバティブ デリバティブ 

時価法によっている。 

なお、ヘッジの有効性が確認されたものについて

ヘッジ会計を適用している。 

同左 

たな卸資産 たな卸資産 

主として、移動平均法に基づく低価法により評価

している。 

ただし、一部の連結子会社は原価法によってい

る。 

主として、移動平均法に基づく原価法により評価

している。 

なお、収益性が低下したたな卸資産については、

帳簿価額を切り下げている。 

(会計方針の変更) 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準第９号 平成18年７月５日)が平成20年３月31

日以前に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表

から適用できることになったことに伴い、当連結会

計年度から同会計基準を適用している。これによる

影響額は軽微である。 

なお、同会計基準は、当社グループ各社の社内規

則制定等の受入準備が整った当中間連結会計期間後

に適用しているが、当中間連結会計期間において同

会計基準を適用した場合、これによる影響額は軽微

である。 



 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

当社及び連結子会社は、主として定率法によって

いる。 

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４

月１日以降に取得した建物(附属設備を除く。)につ

いて定額法によっている。 

同左 

無形固定資産 無形固定資産 

当社及び連結子会社は、主として定額法によって

いる。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における見込利用可能期間に基づく定額法によって

いる。 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、主として一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上している。 

同左 

退職給付引当金 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末の退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。 

なお、過去勤務債務は、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数(主として10

年)で定額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

(主として10年)で定額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

している。 

同左 

 (会計方針の変更)   

 当連結会計年度より「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正」(企業会計基準第３号 平成17年

３月16日)及び「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正に関する適用指針」(企業会計基準適用指針

第７号 平成17年３月16日)を適用している。これ

による影響額は軽微である。 

  

  

        ―――――――― 

  

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上している。 

同左 



 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権・債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理している。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算日

の直物為替相場により、収益及び費用は期中平均相

場により、それぞれ円貨に換算し、換算差額は、少

数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定

に含めている。 

 外貨建金銭債権・債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理している。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算日

の直物為替相場により、収益及び費用は期中平均相

場により、それぞれ円貨に換算し、換算差額は、純

資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 

 主として、リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ及び為替予約 ヘッジ手段……金利スワップ、為替予約及びコモ

ディティスワップ 

ヘッジ対象……借入金・社債の金利及び外貨建予

定取引 

ヘッジ対象……借入金・社債の金利、外貨建予定

取引及び材料の購入 

ヘッジ方針 ヘッジ方針 

 金利及び為替変動リスクを低減するため、対象債

権・債務の範囲内でヘッジを行っている。 

 金利及び為替変動リスクを低減するため、対象債

権・債務の範囲内でヘッジを行っている。また、材

料の価格変動リスクを低減するため、材料購入の範

囲内でヘッジを行っている。 

 ヘッジの有効性評価の方法  ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎にして判断してい

る。 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

(7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。 

同左 



  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６． 

 連結調整勘定の償却については、子会社投資ごとに

投資効果の発現する期間を見積り、20年以内で均等償

却している。 

 なお、重要性がないものについては一時償却してい

る。 

  

  

        ―――――――― 

  

７． ７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  

  

        ―――――――― 

  

 のれんの償却については、子会社投資ごとに投資効

果の発現する期間を見積り、20年以内で均等償却して

いる。 

 なお、重要性がないものについては一時償却してい

る。 

８．利益処分項目等の取扱に関する事項 ８． 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した内容に基づいて作成してい

る。 

  

        ―――――――― 

  

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到来する、容易に換金可能で

価値の変動のリスクが少ない短期投資からなってい

る。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

  

        ―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

        ―――――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

243,726百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。 

(役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用

している。これによる影響額は軽微である。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度

(連結貸借対照表) (連結貸借対照表) 

１．前連結会計年度において、区分掲記していた無形固

定資産の「その他」は、金額の重要性が無くなったた

め、当連結会計年度より「無形固定資産合計」として

表示している。 

  なお、当連結会計年度における「その他」は、

6,176百万円である。 

２．前連結会計年度において、区分掲記していた流動負

債の「未払金」は、負債、少数株主持分及び資本の合

計額の100分の５以下となったため、当連結会計年度

より流動負債の「その他」に含めて表示している。 

  なお、当連結会計年度の流動負債の「その他」に含

まれる「未払金」は、19,860百万円である。 

  

  

  

  

  

        ―――――――― 

  

(連結損益計算書) (連結損益計算書) 

  前連結会計年度において、区分掲記していた営業外

費用の「製品補修費」は、営業外費用の総額の100分

の10以下となったため、「その他の費用」に含めて表

示している。 

  なお、当連結会計年度の「その他の費用」に含まれ

る「製品補修費」は、254百万円である。 

１．前連結会計年度において、区分掲記していた営業外

収益の「受取特許料」は、営業外収益の総額の100分

の10以下となったため、「その他の収益」に含めて表

示している。 

  なお、当連結会計年度の「その他の収益」に含まれ

る「受取特許料」は、761百万円である。 

２．前連結会計年度において、区分掲記していた営業外

収益の「為替差益」は、営業外収益の総額の100分の

10以下となったため、「その他の収益」に含めて表示

している。 

  なお、当連結会計年度の「その他の収益」に含まれ

る「為替差益」は、124百万円である。 

３．前連結会計年度において、営業外収益の「その他の

収益」に含めていた「投資有価証券売却益」は、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記し

ている。 

  なお、前連結会計年度の「その他の収益」に含まれ

る「投資有価証券売却益」は、108百万円である。 

４．前連結会計年度において、営業外費用の「その他の

費用」に含めていた「製品補修費」は、営業外費用の

100分の10を超えたため、区分掲記している。 

  なお、前連結会計年度の「その他の費用」に含まれ

る「製品補修費」は、254百万円である。 

    



注記事項 

 (連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日) 

※１．関連会社に対する資産は次のとおりである。 ※１．関連会社に対する資産は次のとおりである。 
  

  百万円

投資有価証券 8,314 

  百万円

投資有価証券 8,751 

※２．担保差入資産 ※２．担保差入資産 
  

  百万円 百万円

建物 1,328 (1,320) 

機械装置 3,124 (3,124) 

土地 479 ( 343) 

その他の資産 790 ( 790) 

合計 5,721 (5,577) 

  百万円 百万円

建物 1,383 (1,383) 

機械装置 3,240 (3,240) 

土地 343 ( 343) 

その他の資産 820 ( 820) 

合計 5,786 (5,786) 

上記により担保されている債務 上記により担保されている債務 
  

  百万円 百万円

短期借入金 1,960 (1,860) 

１年以内に返済
予定長期借入金 

612 ( 612) 

長期借入金 96 (  96) 

合計 2,668 (2,568) 

  百万円 百万円

短期借入金 1,700 (1,700) 

１年以内に返済
予定長期借入金

96 (  96) 

長期借入金 1,400 (1,400) 

合計 3,196 (3,196) 

 ( )内数値は、工場財団抵当並びに当該債務を示

している。 

 ( )内数値は、工場財団抵当並びに当該債務を示

している。 

 ３．企業集団以外の会社等に対し、下記の偶発債務が

ある。 

 ３．企業集団以外の会社等に対し、下記の偶発債務が

ある。 
  

債務保証 百万円

従業員の金融機関等よりの借入金に

対する債務保証 
709 

債務保証 百万円

従業員の金融機関等よりの借入金に

対する債務保証 
609 

  

  
４．受取手形裏書譲渡高 1,455百万円 ４．受取手形割引高 84百万円

  受取手形裏書譲渡高 1,463百万円

※５．発行済株式の種類及び総数 ※５．      ――――――――         

普通株式  207,358,608株   

※６．当社が保有する自己株式の種類及び株式数 ※６．      ――――――――         

普通株式  51,072株   

※７． ※７．連結会計年度末日満期手形 

  

  

  

      ―――――――― 

当連結会計年度の末日は金融機関の休日に当たる

が、同日満期の手形は、手形期日に決済されたもの

として処理しており、その金額は次のとおりであ

る。 

  百万円

   受取手形     1,051 

   受取手形裏書譲渡高      233 



 (連結損益計算書関係) 

  

 (連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) １．普通株式の発行済株式の増加67,000株は、新株予約権等の行使によるものである。 

    ２．普通株式の自己株式の増加8,222株は、単元未満株式の買取りによるものである。 

    ３．普通株式の自己株式の減少243株は、単元未満株式の売渡しによるものである。 

  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費の主要内訳 ※１．販売費及び一般管理費の主要内訳 
  

  百万円

退職給付引当金繰入額 2,213 

貸倒引当金繰入額 190 

給料・諸手当 33,612 

荷造発送費 20,983 

研究開発費 16,511 

  百万円

退職給付引当金繰入額 2,260 

貸倒引当金繰入額 496 

給料・諸手当 34,716 

荷造発送費 21,293 

研究開発費 16,529 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

26,934百万円 27,835百万円 

  
前連結会計年度末
株式数(株) 

当連結会計年度増
加株式数(株) 

当連結会計年度減
少株式数(株) 

当連結会計年度末
株式数(株) 

発行済株式 

普通株式（注）１ 207,358,608 67,000 ― 207,425,608 

合計 207,358,608 67,000 ― 207,425,608 

自己株式 

普通株式（注）２，３ 51,072 8,222 243 59,051 

合計 51,072 8,222 243 59,051 

  
  

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当
額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年５月24日 
取締役会決議 

普通株式 2,695 13 平成18年３月31日 平成18年６月１日

平成18年10月25日 
取締役会決議 

普通株式 2,696 13 平成18年９月30日 平成18年12月１日

  
  

株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

配当の原資
１株当たり配
当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 
取締役会決議 

普通株式 3,110 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年５月25日



 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) (平成19年３月31日現在) 
  
  百万円

現金及び預金勘定 37,163 

関係会社預け金 23,647 

現金及び現金同等物 60,810 

  百万円

現金及び預金勘定 38,134 

関係会社預け金 27,438 

現金及び現金同等物 65,572 

  
  

―――――――― 
  

 ２．重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ

1,357百万円である。 



 (リース取引関係) 

 

前連結会計年度 当連結会計年度

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

区分 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具備品
ほか 

1,765 681 1,084

区分
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具備品
ほか 

1,959 863 1,096 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
  

  百万円

１年内 347 

１年超 747 

合計 1,094 

  百万円

１年内 450 

１年超 659 

合計 1,109 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

  百万円

支払リース料 448 

減価償却費相当額 433 

支払利息相当額 14 

  百万円

支払リース料 469 

減価償却費相当額 454 

支払利息相当額 19 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を支払利息相当額とし、各連結会計年度への配

分方法は、利息法によっている。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引(借主側) ２．オペレーティング・リース取引(借主側) 

未経過リース料 未経過リース料 
  

  百万円

１年内 83 

１年超 742 

合計 825 

  百万円

１年内 78 

１年超 690 

合計 768 



  

  

  次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度

３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 
  

区分 
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円) 

工具器具備品
ほか 

458 288 170

区分
取得価額
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

機械装置ほか 360 210 150 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
  

  百万円

１年内 81 

１年超 97 

合計 178 

  百万円

１年内 65 

１年超 88 

合計 153 

(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 
  

  百万円

受取リース料 113 

減価償却費 109 

受取利息相当額 4 

  百万円

受取リース料 81 

減価償却費 78 

受取利息相当額 3 

(4) 利息相当額の算定方法 (4) 利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各連結会計年度への配分方法

は、利息法によっている。 

同左 

４．オペレーティング・リース取引(貸主側) ４．オペレーティング・リース取引(貸主側) 

未経過リース料 未経過リース料 
  

  百万円

１年内 5 

１年超 8 

合計 13 

  百万円

１年内 5 

１年超 6 

合計 11 



 (有価証券関係) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 

種類 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日)

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの 

債券 207 207 － － － －

合計 207 207 － － － －

種類 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1) 株式 4,157 13,905 9,748 4,052 12,401 8,349

(2) 債券 － － － － － －

(3) その他 223 225 2 － － －

小計 4,380 14,130 9,750 4,052 12,401 8,349

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1) 株式 270 242 △ 28 344 298 △  46

(2) 債券 － － － － － －

(3) その他 － － － 325 264 △  61

小計 270 242 △ 28 669 562 △ 107

合計 4,650 14,372 9,722 4,721 12,963 8,242

種類 
前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 9,753 10,044 

種類 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１年以内
(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超
10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

１年以内
(百万円) 

１年超
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

債券    

(1) 社債 207 － － － － － － －

(2) その他 － － － － － － － －

合計 207 － － － － － － －



５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

1,806 1,163 110 



 (デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連取引 

(注) １．時価の算定方法 

 契約先金融機関から提示された評価価額に基づいて算定している。通貨関連取引の期末の時価は、先物相場を使用してい

る。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

 当社及び一部の関係会社においては、金利及び為替変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、金利スワップ

取引、通貨オプション取引及び為替予約取引を行っている。 

 また、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っている。ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジ処理によってお

り、金利変動リスクを低減するため、社債の金利に対して対象債権、債務の範囲内で金利スワップを行っている。 

 なお、ヘッジの有効性評価の方法については、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断している。 

 当該取引には、市場価格の変動に係るリスクと取引先の契約不履行に係るリスクとを伴うが、取引権限及び取引

限度額等を定めた社内ルールに従って、資金担当部門が管掌役員の承認を得てこれを行い、また、取引内容及び時

価の状況を管掌役員から定期的に取締役会に報告することでリスク管理を図っている。 

区分 種類 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超 

(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以
外の取引 

オプション取引  

売建 4,994 － △ 34 △  2

買建 2,968 － 25 △  6

為替予約取引  

売建 3,133 － 3,146 △  13

合計 11,095 － 3,137 △  21



当連結会計年度 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連取引 

(注) １．時価の算定方法 

 契約先金融機関から提示された評価価額に基づいて算定している。通貨関連取引の期末の時価は、先物相場を使用してい

る。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

  

  次へ 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

 (1) 取引の目的及び内容 

   当社及び一部の関係会社においては、金利及び為替変動リスクの低減並びに材料の価格変動リスク回避のた 

  め、金利スワップ取引、通貨オプション取引、為替予約取引及びコモディティスワップ取引を行っている。 

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っている。 

   (イ)ヘッジ手段 金利スワップ、為替予約及びコモディティスワップ 

   (ロ)ヘッジ対象 借入金・社債の金利、外貨建予定取引及び材料の購入 

   (ハ)ヘッジ方針 金利及び為替変動リスクを低減するため、対象債権・債務の範囲内でヘッジを行ってい 

          る。また、材料の価格変動リスクを低減するため、材料購入の範囲内でヘッジを行ってい 

          る。 

   (ニ)ヘッジの有効性評価の方法  

           ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変 

          動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断している。 

 (2) 取組方針 

   デリバティブ取引は、金利及び為替変動リスク、材料の価格変動リスクを低減するため、対象債権・債務及 

  び材料購入の範囲内で行っている。 

 (3) リスクの内容及び管理体制 

   当該取引には、市場価格の変動に係るリスクと取引先の契約不履行に係るリスクとを伴うが、取引権限及び 

  取引限度額等を定めた社内ルールに従って、資金担当部門が管掌役員の承認を得てこれを行い、また、取引内 

  容及び時価の状況を管掌役員から定期的に取締役会に報告することでリスク管理を図っている。 

 (4) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

   取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額 

  又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではない。 

区分 種類 

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超 

(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以
外の取引 

オプション取引  

売建 1,183 － △ 11 2

買建 830 － 14 1

為替予約取引  

売建 5,302 － 5,293 9

買建 1,366 － 1,348 △  18

合計 8,681 － 6,644 △  6



 (退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度又は退職一時金制度を設けて

いる。また、当社及び一部の国内連結子会社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けている。 

 なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場

合がある。また、当社及び一部の連結子会社において退職給付信託を設定している。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

 

    
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

    百万円 百万円 

  ① 退職給付債務 △107,930 △105,279 

  ② 年金資産 94,642 96,455 

  ③ 未積立退職給付債務(①＋②) △ 13,288 △ 8,824 

  ④ 未認識数理計算上の差異 1,521 △ 1,319 

  ⑤ 未認識過去勤務債務 △ 2,864 △ 2,460 

  ⑥ 連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤)  △ 14,631 △ 12,603 

  ⑦ 前払年金費用 5,656 6,368 

  ⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦) (注) △ 20,287 △ 18,971 

前連結会計年度 当連結会計年度

 (注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。 

   (注)        同左 



３．退職給付費用に関する事項 

  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    百万円 百万円 

  ① 勤務費用 3,512 3,640 

  ② 利息費用 2,670 2,651 

  ③ 期待運用収益 △ 1,449 △ 1,906 

  ④ 数理計算上の差異の費用処理額 2,034 905 

  ⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △  403 △  611 

  ⑥ 臨時に支払った割増退職金 746 547 

  ⑦ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 7,110 5,226 

  ⑧ 退職一時金制度一部移行に伴う損益 － △   22 

  ⑨ 適格退職年金制度一部移行に伴う損益 － 30 

  ⑩ 確定拠出年金への拠出額 663 772 

            計(⑦＋⑧＋⑨＋⑩) 7,773 6,006 

前連結会計年度 当連結会計年度

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「勤務費用」に計上している。 

  (注)        同左 

      

    
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

  ① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

  ② 割引率 主として2.5％ 同左 

  ③ 期待運用収益率 主として2.0％ 同左 

  

④ 過去勤務債務の額の処理年数 主として10年 

(発生時における従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数で定

額法により費用処理している。)

同左 

  

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 主として10年 

(各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数で定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理する

こととしている。) 

同左 



 (ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

  

 (注) 株式数に換算して記載している。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度(平成19年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載している。 

① ストック・オプションの数 

 

  
平成13年 

ストック・オプション 
平成14年

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び
人数 

当社取締役(社外取締役を除
く。)９名、執行役員13名 

当社取締役(社外取締役を除
く。)９名、執行役員13名 

当社取締役及び執行役16名 

株式の種類別のストッ
ク・オプション数 (注) 

普通株式96,000株 普通株式91,000株 普通株式99,000株 

付与日 平成13年８月２日 平成14年８月１日 平成15年８月１日 

権利確定条件 付されていない 同左 同左 

対象勤務期間 定められていない 同左 同左 

権利行使期間 
自 平成14年８月３日 
至 平成18年８月２日 

自 平成15年８月２日
至 平成19年８月１日 

自 平成16年８月２日 
至 平成20年８月１日 

  平成16年 
ストック・オプション 

平成17年
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び
人数 

当社取締役及び執行役15名 当社取締役及び執行役17名

株式の種類別のストッ
ク・オプション数 (注) 

普通株式90,000株 普通株式96,000株

付与日 平成16年８月２日 平成17年８月１日

権利確定条件 付されていない 同左

対象勤務期間 定められていない 同左

権利行使期間 
自 平成17年８月３日 
至 平成21年８月２日 

自 平成18年８月２日
至 平成22年８月１日 

  
平成13年

ストック・オプション 
平成14年

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 

権利確定前 (株)

前連結会計年度末   － － － 

付与   － － － 

失効   － － － 

権利確定   － － － 

未確定残   － － － 

権利確定後 (株)

前連結会計年度末   41,000 26,000 63,100 

権利確定   － － － 

権利行使   6,000 21,000 26,000 

失効   35,000 － － 

未行使残   － 5,000 37,100 



  

② 単価情報 

  

  

  

  次へ 

  
平成16年

ストック・オプション 
平成17年

ストック・オプション 

権利確定前 (株)

前連結会計年度末   － －

付与   － －

失効   － －

権利確定   － －

未確定残   － －

権利確定後 (株)

前連結会計年度末   81,000 96,000

権利確定   － －

権利行使   11,000 3,000

失効   － －

未行使残   70,000 93,000

    
平成13年

ストック・オプション 
平成14年

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 

権利行使価格 (円) 1,843 1,494 1,503 

行使時平均株価 (円) 3,009 3,142 3,090 

公正な評価単価(付与日) (円) － － － 

    
平成16年

ストック・オプション 
平成17年

ストック・オプション 

権利行使価格 (円) 1,883 2,123

行使時平均株価 (円) 3,067 2,963

公正な評価単価(付与日) (円) － －



 (税効果会計関係) 

  

  

  

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 
  
繰延税金資産 百万円

退職給付引当金 10,636 

未払賞与 4,610 

未払事業税 1,132 

貸倒引当金 1,152 

その他 10,294 

繰延税金資産合計 27,824 

    

    

    

繰延税金負債 百万円

特別償却準備金計上額 △  173 

その他有価証券評価差額金 △ 3,924 

長期前払年金費用 △ 2,247 

その他 △ 2,021 

繰延税金負債合計 △ 8,365 

繰延税金資産の純額 19,459 

繰延税金資産 百万円

退職給付引当金 10,619 

未払賞与 4,755 

未払事業税 1,170 

貸倒引当金 1,564 

その他 11,925 

繰延税金資産小計 30,033 

評価性引当額 △ 2,280 

繰延税金資産合計 27,753 

    

繰延税金負債 百万円

特別償却準備金計上額 △  94 

その他有価証券評価差額金 △ 3,359 

長期前払年金費用 △ 2,495 

その他 △ 1,838 

繰延税金負債合計 △ 7,786 

繰延税金資産の純額 19,967 

 平成18年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

 平成19年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 
  
  百万円

流動資産－繰延税金資産 11,666 

固定資産－繰延税金資産 8,172 

固定負債－その他 △  379 

  百万円

流動資産－繰延税金資産 13,293 

固定資産－繰延税金資産 6,960 

固定負債－その他 △  286 

２．税率差異説明 ２．税率差異説明 
  
 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略している。 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略している。 



 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 (注) １．事業区分の方法 

 製品の使用目的、特性及び市場を考慮し、「エレクトロニクス関連製品」、「機能性材料関連製品」及び「住宅機器・環

境設備」に区分している。 

    ２．各事業の主要製品 

 「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載のとおりである。 

 

科目 

エレクトロ
ニクス関連
製品 
(百万円) 

機能性材料
関連製品 
(百万円) 

住宅機器・
環境設備 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 272,739 243,351 86,613 602,703 － 602,703

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

1,403 368 207 1,978 (1,978) －

計 274,142 243,719 86,820 604,681 (1,978) 602,703

営業費用 236,425 228,813 85,910 551,148 (2,278) 548,870

営業利益 37,717 14,906 910 53,533 300 53,833

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本
的支出 

   

資産 209,489 195,269 40,725 445,483 (1,298) 444,185

減価償却費 11,752 12,761 2,687 27,200 － 27,200

資本的支出 17,125 19,074 2,488 38,687 － 38,687



当連結会計年度(自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 (注) １．事業区分の方法 

 製品の使用目的、特性及び市場を考慮し、「エレクトロニクス関連製品」、「機能性材料関連製品」及び「住宅機器・環

境設備」に区分している。 

    ２．各事業の主要製品 

 「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載のとおりである。 

 

科目 

エレクトロ
ニクス関連
製品 
(百万円) 

機能性材料
関連製品 
(百万円) 

住宅機器・
環境設備 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 293,575 250,821 84,409 628,805 － 628,805

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

1,115 688 336 2,139 (2,139) －

計 294,690 251,509 84,745 630,944 (2,139) 628,805

営業費用 253,820 236,512 84,800 575,132 (2,077) 573,055

営業利益 40,870 14,997 △  55 55,812 (  62) 55,750

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本
的支出 

   

資産 227,840 204,323 40,186 472,349 (1,485) 470,864

減価償却費 12,144 13,674 2,259 28,077 － 28,077

資本的支出 16,915 19,110 1,636 37,661 － 37,661



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、中国、マレーシア、台湾 

(2) その他……米国 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、中国、マレーシア、台湾 

(2) その他……米国 

  

 

科目 
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 479,967 98,651 24,085 602,703 － 602,703

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

56,982 9,820 2,486 69,288 (69,288) －

計 536,949 108,471 26,571 671,991 (69,288) 602,703

営業費用 487,782 104,274 25,705 617,761 (68,891) 548,870

営業利益 49,167 4,197 866 54,230 (397) 53,833

Ⅱ 資産 367,431 78,609 18,193 464,233 (20,048) 444,185

科目 
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益    

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 482,291 117,924 28,590 628,805 － 628,805

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

68,219 12,600 2,093 82,912 (82,912) －

計 550,510 130,524 30,683 711,717 (82,912) 628,805

営業費用 500,642 124,978 29,969 655,589 (82,534) 573,055

営業利益 49,868 5,546 714 56,128 (378) 55,750

Ⅱ 資産 383,227 90,477 20,415 494,119 (23,255) 470,864



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、中国、マレーシア、台湾 

(2) その他……米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、中国、マレーシア、台湾 

(2) その他……米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 143,985 40,327 184,312 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － 602,703 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割
合(％) 

23.9 6.7 30.6 

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 162,931 44,516 207,447 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － 628,805 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割
合(％) 

25.9 7.1 33.0 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 関連当事者との間に、開示すべき重要な取引はないため、記載を省略している。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 関連当事者との間に、開示すべき重要な取引はないため、記載を省略している。 

  

 



 (１株当たり情報) 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 (重要な後発事象) 

 該当事項なし 

  

前連結会計年度 当連結会計年度

  
   円 

１株当たり純資産額 1,037.83

１株当たり当期純利益 152.01

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 151.95 

   円 

１株当たり純資産額 1,175.49  

１株当たり当期純利益 158.02  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 157.95  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益    

当期純利益         (百万円) 31,593 32,766 

普通株主に帰属しない金額  (百万円) 84 － 

(うち利益処分による取締役賞与金) (84) (－) 

普通株式に係る当期純利益  (百万円) 31,509 32,766 

普通株式の期中平均株式数   (千株) 207,277 207,350 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

普通株式増加数        (千株) 91 90 

(うち新株引受権) (12) ( 6) 

(うち新株予約権) (79) (84) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

  

―――――― 

  

  

  

  

―――――― 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

(注) １．上段( )内数値は、１年以内に償還予定の社債であり、内数表示している。 

２．社債(１年以内に償還予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりである。 

  

 

会社名 銘柄 
発行年月日
(年月日) 

前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 
償還期限 
(年月日) 

日立化成工業㈱ 
第２回無担保社債 

※１
平成８.８.８

(10,000)
10,000 

－ 3.50 なし 平成18.８.８

〃 
第４回無担保社債 

※２
平成11.８.24 5,000 5,000 2.30 〃 平成21.８.24

〃 
第６回無担保社債 

※３
平成11.８.24 3,000

(3,000)
3,000 

2.01 〃 平成19.８.24

〃 
第７回無担保社債 

※４
平成11.９.30 4,000 4,000 2.21 〃 平成20.９.30

〃 
第８回無担保社債 

※５
平成18.８.16 － 10,000 2.17 〃 平成28.８.16

合計 
(10,000)
22,000 

(3,000)
22,000 

－ 

  
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

  4,000 5,000 － －

※１．手取金の使途 ： 転換社債償還資金、投融資資金及び運転資金

※２．手取金の使途 ： 社債償還資金 

※３．手取金の使途 ： 社債償還資金 

※４．手取金の使途 ： 社債償還資金 

※５．手取金の使途 ： 社債償還資金 



【借入金等明細表】 

(注) １．平均利率については、期末の利率を基に算出している。 

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりである。 

  

(2)【その他】 

該当事項なし 

  

区分 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 13,464 14,381 4.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,241 900 3.6 － 

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 817 1,947 1.8 
平成21年～ 
平成26年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 15,522 17,228 － － 

  
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

  47 － － 1,400 



２【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金     3,348 2,986 

受取手形 ※3,6   749 660 

売掛金 ※3   42,273 50,441 

製品     2,506 2,610 

半製品     2,333 2,215 

原材料     2,651 2,999 

仕掛品     3,661 2,829 

繰延税金資産     4,287 4,801 

短期貸付金 ※3   36,469 42,518 

未収入金 ※3   4,558 6,168 

その他     842 245 

貸倒引当金     △ 2,308 △ 2,069 

流動資産合計     101,369 43.3 116,403 45.7



 

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定資産      

1.有形固定資産      

建物   39,878 41,187  

減価償却累計額   △ 26,119 13,759 △ 27,268 13,919 

構築物   8,043 8,352  

減価償却累計額   △ 6,072 1,971 △ 6,158 2,194 

機械装置   134,885 138,017  

減価償却累計額   △112,537 22,348 △114,460 23,557 

車両運搬具   231 234  

減価償却累計額   △  207 24 △  203 31 

工具器具備品   19,126 19,279  

減価償却累計額   △ 16,556 2,570 △ 16,660 2,619 

土地     9,790 9,789 

建設仮勘定     2,022 3,882 

有形固定資産合計     52,484 22.5 55,991 22.0

2.無形固定資産      

借地権     10 10 

商標権     30 27 

ソフトウェア     700 3,779 

施設利用権     61 58 

建設仮勘定     2,479 － 

無形固定資産合計     3,280 1.4 3,874 1.5



 

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

3.投資その他の資産      

投資有価証券     10,272 9,690 

関係会社株式     56,085 57,736 

関係会社出資金     4,101 5,234 

長期貸付金     1 0 

従業員長期貸付金     50 53 

関係会社長期貸付金     680 30 

破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

    65 － 

長期前払費用     224 157 

長期前払年金費用     2,841 3,244 

繰延税金資産     294 161 

差入敷金保証金     1,217 1,221 

その他     1,230 874 

貸倒引当金     △  279 △  221 

投資その他の資産合計     76,781 32.8 78,179 30.8

固定資産合計     132,545 56.7 138,044 54.3

資産合計     233,914 100.0 254,447 100.0

       

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

買掛金 ※3   29,287 29,265 

一年以内に償還予定の
社債 

    10,000 3,000 

未払金 ※3   6,858 7,285 

未払費用     8,006 8,606 

未払法人税等     8,084 8,783 

前受金     24 16 

預り金     1,811 1,689 

その他     145 134 

流動負債合計     64,215 27.5 58,778 23.1



  

 

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債      

社債     12,000 19,000 

退職給付引当金     590 737 

役員退職慰労引当金     779 852 

その他     2,123 984 

固定負債合計     15,492 6.6 21,573 8.5

負債合計     79,707 34.1 80,351 31.6

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※1   15,367 6.6 － －

Ⅱ 資本剰余金      

1.資本準備金   31,006 －  

2.その他資本剰余金      

自己株式処分差益   1 －  

資本剰余金合計     31,007 13.2 － －

Ⅲ 利益剰余金      

1.利益準備金   3,564 －  

2.任意積立金      

特別償却準備金   164 －  

別途積立金   70,000 －  

3.当期未処分利益   30,481 －  

利益剰余金合計     104,209 44.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    3,706 1.6 － －

Ⅴ 自己株式 ※2   △  82 △ 0.0 － －

資本合計     154,207 65.9 － －

負債及び資本合計     233,914 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

1.資本金     － － 15,421 6.1

2.資本剰余金      

資本準備金   － 31,060  

その他資本剰余金   － 1  

資本剰余金合計     － － 31,061 12.2

3.利益剰余金      

(1)利益準備金   － 3,564  

(2)その他利益剰余金      

特別償却準備金   － 33  

別途積立金   － 87,000  

繰越利益剰余金   － 33,701  

利益剰余金合計     － － 124,298 48.8

4.自己株式     － － △  106 △ 0.0

株主資本合計     － － 170,674 67.1

Ⅱ 評価・換算差額等      

1.その他有価証券評価差
額金 

    － － 3,391 1.3

2.繰延ヘッジ損益     － － 31 0.0

評価・換算差額等合計     － － 3,422 1.3

純資産合計     － － 174,096 68.4

負債純資産合計     － － 254,447 100.0

       



②【損益計算書】 

  

 

   
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※1   242,797 100.0 255,021 100.0

Ⅱ 売上原価      

期首製品半製品たな卸
高 

  4,390 4,839  

当期製品半製品製造原
価 

※1,3 175,155 182,526  

合計   179,545 187,365  

期末製品半製品たな卸
高 

  4,839 174,706 72.0 4,825 182,540 71.6

売上総利益     68,091 28.0 72,481 28.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3   34,274 14.1 35,342 13.8

営業利益     33,817 13.9 37,139 14.6

Ⅳ 営業外収益      

受取利息   98 117  

受取配当金 ※1 2,456 2,035  

固定資産賃貸収入 ※1 910 797  

特許料収入 ※1 1,505 1,747  

その他の収益   2,152 7,121 3.0 819 5,515 2.1

Ⅴ 営業外費用      

支払利息   75 106  

社債利息   614 516  

固定資産処分損   842 615  

貸与資産諸費用   633 517  

製品補修費   － 952  

その他の費用   1,197 3,361 1.4 661 3,367 1.3

経常利益     37,577 15.5 39,287 15.4

Ⅵ 特別利益     － － － －

Ⅶ 特別損失     － － － －

税引前当期純利益     37,577 15.5 39,287 15.4



  

 

   
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

法人税、住民税及び事
業税 

  13,000 14,000  

法人税等調整額   352 13,352 5.5 △ 191 13,809 5.4

当期純利益     24,225 10.0 25,478 10.0

前期繰越利益     8,329 － 

中間配当額     2,073 － 

当期未処分利益     30,481 － 

       



製造原価明細書 

 (注) １. 原価計算の方法 

 当社では、製品が広範囲かつ多種多様にわたり統一的な原価計算の実施が困難であるため、各事業所の実情に即して、個

別原価計算法あるいは総合原価計算法を採用している。 

  

※２. 経費の内訳は次のとおりである。 

  

※３. 他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

  

  

    
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   118,756 67.1 122,448 66.9 

Ⅱ 労務費   17,399 9.8 17,531 9.6 

Ⅲ 経費 ※2 40,804 23.1 42,999 23.5 

当期総製造費用   176,959 100.0 182,978 100.0 

他勘定振替高 ※3 811 1,284 

期首仕掛品たな卸高   2,668 3,661 

期末仕掛品たな卸高   3,661 2,829 

当期製品半製品製造原
価 

  175,155 182,526 

     

    前事業年度 当事業年度

    百万円 百万円 

  減価償却費 7,505 7,984 

  外注加工費 10,355 10,493 

  その他 22,944 24,522 

  計 40,804 42,999 

    前事業年度 当事業年度

    百万円 百万円 

  固定資産振替高 566 1,226 

  たな卸資産売滅却高 245 58 

  計 811 1,284 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

科目 
注記
番号 

前事業年度

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   30,481

Ⅱ 任意積立金取崩額  

特別償却準備金取崩額   64 64

合計   30,545

Ⅲ 利益処分額  

配当金   2,695

任意積立金  

別途積立金   17,000 19,695

Ⅳ 次期繰越利益   10,850

   

取締役会決議年月日   平成18年５月24日



株主資本等変動計算書 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) 平成18年５月の取締役会における利益処分項目が含まれている。 

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資本
合  計 資 本 

準備金 

その他
資 本 
剰余金 

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合  
計 

特 別
償 却
準備金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金 

平成18年３月31日 残高 
(百万円) 

15,367 31,006 1 31,007 3,564 164 70,000 30,481 104,209 △ 82 150,501

事業年度中の変動額          

新株の発行 54 54   54     108

特別償却準備金の取崩し
(注) 

      △131 131 －   －

別途積立金の積立て (注)       17,000 △17,000 －   －

剰余金の配当 (注)       △ 5,390 △ 5,390   △ 5,390

当期純利益       25,478 25,478   25,478

自己株式の取得         △ 25 △   25

自己株式の処分     0 0   1 1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 

         

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 

54 54 0 54 － △131 17,000 3,220 20,089 △ 24 20,173

平成19年３月31日 残高 
(百万円) 

15,421 31,060 1 31,061 3,564 33 87,000 33,701 124,298 △106 170,674

  

評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
(百万円) 

3,706 － 3,706 154,207

事業年度中の変動額  

新株の発行   108

特別償却準備金の取崩し
(注) 

  －

別途積立金の積立て (注)   －

剰余金の配当 (注)   △ 5,390

当期純利益   25,478

自己株式の取得   △   25

自己株式の処分   1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 

△ 315 31 △ 284 △  284

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 

△ 315 31 △ 284 19,889

平成19年３月31日 残高 
(百万円) 

3,391 31 3,422 174,096



重要な会計方針 

 

項目 前事業年度 当事業年度 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法によって

いる。 

同左 

  (2) その他有価証券 (2) その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

によっている。(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動

平均法によっている。) 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

によっている。(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法によっている。) 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法に基づく原価法によって

いる。 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法によっている。 

 なお、ヘッジの有効性が確認されたも

のについてヘッジ会計を適用している。 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品・半製品・仕掛品は、総合原価

計算によるものは移動平均法に基づく

低価法により、個別原価計算によるも

のは個別法に基づく低価法によってい

る。 

(2) 材料は、移動平均法に基づく低価法

によっている。 

 製品・半製品・仕掛品は、総合原価計

算によるものは移動平均法に基づく原価

法により、個別原価計算によるものは個

別法に基づく原価法によっている。 

 材料は、移動平均法に基づく原価法に

よっている。 

 なお、収益性が低下したたな卸資産に

ついては、帳簿価額を切り下げている。 

    (会計方針の変更) 

    「棚卸資産の評価に関する会計基準」

(企業会計基準第９号 平成18年７月５

日)が平成20年３月31日以前に開始する

事業年度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準を適用している。これによ

る影響額は軽微である。 

 なお、同会計基準は、当社の社内規則

制定等の受入準備が整った当中間会計期

間後に適用しているが、当中間会計期間

において同会計基準を適用した場合、こ

れによる影響額は軽微である。 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

 定率法によっている。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く。)については、定額法

によっている。  

同左 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

   定額法によっている。 同左 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間に基づく定額法によっている。 

  



 

項目 前事業年度 当事業年度 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権・債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理している。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上している。 

同左 

  (2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末の退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数(10年)で定額法により費

用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(10年)で定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとして

いる。 

同左 

  (会計方針の変更)   

   当事業年度より「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正」(企業会計基

準第３号 平成17年３月16日)及び

「「退職給付に係る会計基準」の一部

改正に関する適用指針」(企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３月16

日)を適用している。これによる営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はない。 

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  (3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要支給

額を計上している。 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

 

項目 前事業年度 当事業年度 

８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっている。 同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段……金利スワップ及び為 

      替予約 

同左 

  ヘッジ対象……社債の金利及び外貨 

      建予定取引 

  

  (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

   金利及び為替変動リスクを低減する

ため、対象債権・債務の範囲内でヘッ

ジを行っている。 

同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断してい

る。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。 

同左 

前事業年度 当事業年度

  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

174,065百万円である。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成している。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 当事業年度

(貸借対照表) (貸借対照表) 

１．前事業年度において、無形固定資産の「ソフトウェ

ア」に含めていた「建設仮勘定」は、資産の総額の

100分の１を超えたため、区分掲記している。 

 なお、前事業年度の「ソフトウェア」に含まれる

「建設仮勘定」は、958百万円である。 

２．前事業年度において、区分掲記していた固定負債の

「長期未払金」は、負債及び資本の合計額の100分の

１以下となったため、「その他」に含めて表示してい

る。 

 なお、当事業年度の「その他」に含まれる「長期未

払金」は、2,030百万円である。 

前事業年度において、区分掲記していた無形固定資

産の「建設仮勘定」は、資産の総額の100分の１以下

となったため、「ソフトウェア」に含めて表示してい

る。 

 なお、当事業年度の「ソフトウェア」に含まれる

「建設仮勘定」は、2,319百万円である。 

  

(損益計算書) (損益計算書) 

前事業年度において、区分掲記していた営業外費用

の「製品補修費」は、営業外費用の総額の100分の10

以下となったため、「その他の費用」に含めて表示し

ている。 

  なお、当事業年度の「その他の費用」に含まれる

「製品補修費」は、254百万円である。 

前事業年度において、営業外費用の「その他の費

用」に含めていた「製品補修費」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、区分掲記している。 

  なお、前事業年度の「その他の費用」に含まれる

「製品補修費」は、254百万円である。 



注記事項 

 (貸借対照表関係) 

  

 

前事業年度(平成18年３月31日) 当事業年度(平成19年３月31日) 

  
  株

※１．授権株式数   普通株式 800,000,000 

発行済株式総数 普通株式 207,358,608 

  

※１．       ────── 
  

※２．自己株式の種類及び株式数 ※２． 

────── 
  

  
普通株式 51,072株

※３．関係会社に対する資産・負債 ※３．関係会社に対する資産・負債 
  

  百万円

受取手形及び売掛金 24,067 

短期貸付金 36,102 

未収入金 2,932 

買掛金 4,257 

未払金 2,662 

  百万円

受取手形及び売掛金 33,304 

短期貸付金 42,518 

未収入金 3,956 

買掛金 3,532 

未払金 3,289 

  
 ４．受取手形裏書譲渡高 160百万円  ４．受取手形裏書譲渡高 129百万円

 ５．配当制限  ５． 

 旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、

3,706百万円である。 

────── 

  

  

※６．  ※６．事業年度末日満期手形 

  

  

────── 

 当事業年度の末日は金融機関の休日に当たるが、

同日満期の手形は、手形期日に決済されたものとし

て処理しており、その金額は次のとおりである。 
    

  百万円

受取手形 21 

受取手形裏書譲渡高 39 



 (損益計算書関係) 

  

 (株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １．普通株式の自己株式の増加8,222株は、単元未満株式の買取りによるものである。 

２．普通株式の自己株式の減少243株は、単元未満株式の売渡しによるものである。 

  

  

  次へ 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１．関係会社との取引高 ※１．関係会社との取引高 
  

  百万円

売上高 106,260 

仕入高 71,813 

受取配当金 2,346 

固定資産賃貸収入 883 

特許料収入 1,215 

  百万円

売上高 123,092 

仕入高 73,593 

受取配当金 1,867 

固定資産賃貸収入 771 

特許料収入 1,193 

※２．販売費及び一般管理費の主要内訳 ※２．販売費及び一般管理費の主要内訳 
  

  百万円

退職給付引当金繰入額 822 

減価償却費 310 

研究開発費 11,564 

荷造発送費 5,932 

従業員給与諸手当 4,474 

外注経費 3,654 

賃借料 2,237 

  百万円

退職給付引当金繰入額 872 

減価償却費 599 

研究開発費 11,770 

荷造発送費 6,250 

従業員給与諸手当 4,844 

外注経費 3,815 

賃借料 2,295 

 なお、販売費及び一般管理費に占める販売費の割

合は約38％である。 

 なお、販売費及び一般管理費に占める販売費の割

合は約38％である。 

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                18,436百万円 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                19,557百万円 

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度増加
株式数(株) 

当事業年度減少
株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

普通株式 (注)１，２ 51,072 8,222 243 59,051 

合計 51,072 8,222 243 59,051 



 (リース取引関係) 

  

 

前事業年度 当事業年度

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

区分 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具備品 3,606 1,789 1,817

その他 28 7 21

合計 3,634 1,796 1,838

区分
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具備品 3,325 1,605 1,720 

その他 30 12 18 

合計 3,355 1,617 1,738 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
  

  百万円

１年内 1,079 

１年超 791 

合計 1,870 

  百万円

１年内 1,057 

１年超 713 

合計 1,770 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

  百万円

支払リース料 1,344 

減価償却費相当額 1,283 

支払利息相当額 75 

  百万円

支払リース料 1,387 

減価償却費相当額 1,321 

支払利息相当額 66 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を支払利息相当額とし、各事業年度への配分方

法は、利息法によっている。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料  未経過リース料 
    

  百万円

１年内 25 

１年超 39 

合計 64 

  百万円

１年内 30 

１年超 36 

合計 66 



 (有価証券関係) 

 子会社株式で時価のあるもの 

  

 (税効果会計関係) 

 

種類 

前事業年度(平成18年３月31日) 当事業年度(平成19年３月31日) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 7,443 34,780 27,337 7,443 28,635 21,192

合計 7,443 34,780 27,337 7,443 28,635 21,192

前事業年度(平成18年３月31日) 当事業年度(平成19年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 
  

  

繰延税金資産 百万円

退職給付引当金 2,296 

未払賞与 1,451 

未払事業税 732 

貸倒引当金 658 

その他 4,935 

繰延税金資産小計 10,072 

評価性引当額 △ 1,796 

繰延税金資産合計 8,276 

    

繰延税金負債 百万円

特別償却準備金計上額 △  36 

その他有価証券評価差額金 △ 2,511 

長期前払年金費用 △ 1,148 

繰延税金負債合計 △ 3,695 

繰延税金資産の純額 

  

4,581 

  

繰延税金資産 百万円

退職給付引当金 2,437 

未払賞与 1,526 

未払事業税 759 

貸倒引当金 1,051 

その他 4,629 

繰延税金資産小計 10,402 

評価性引当額 △ 1,796 

繰延税金資産合計 8,606 

    

繰延税金負債 百万円

特別償却準備金計上額 △  12 

その他有価証券評価差額金 △ 2,300 

長期前払年金費用 △ 1,311 

繰延ヘッジ損益 △  21 

繰延税金負債合計 △ 3,644 

繰延税金資産の純額 

  

4,962 

  

２．税率差異説明 ２．税率差異説明 
  
法定実効税率 40.4％ 

交際費等 1.2％ 

受取配当金 △ 1.4％ 

研究開発費の税額控除 △ 4.8％ 

その他 0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.5％ 

法定実効税率 40.4％ 

交際費等 1.0％ 

受取配当金 △ 1.2％ 

研究開発費の税額控除 △ 4.6％ 

その他 △ 0.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.1％ 



 (１株当たり情報) 

 (注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(重要な後発事象) 

 該当事項なし 

  

前事業年度 当事業年度

  
  円

１株当たり純資産額 743.86

１株当たり当期純利益 116.87

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 116.82

  円

１株当たり純資産額 839.56 

１株当たり当期純利益 122.88 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 122.82 

項目 前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純利益    

当期純利益         (百万円) 24,225 25,478 

普通株主に帰属しない金額  (百万円) － － 

普通株式に係る当期純利益  (百万円) 24,225 25,478 

普通株式の期中平均株式数   (千株) 207,277 207,350 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額      (百万円) － － 

普通株式増加数        (千株) 91 90 

 (うち新株引受権) (12) ( 6) 

 (うち新株予約権) (79) (84) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

  

────── 

  

  

  

  

────── 

  

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

     銘柄 
株式数
(株) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

日産自動車㈱ 1,221,000 1,542

イビデン㈱ 250,000 1,528

三菱電機㈱ 500,000 607

富士ファイバーグラス㈱ 572,940 569

アルプス電気㈱ 354,000 489

日産化学工業㈱ 300,000 457

協和醗酵工業㈱ 367,000 400

Mica-Ava (Far East) Industrial Limited 823 236

新日鉱ホールディングス㈱ 203,125 207

日邦産業㈱ 220,000 197

㈱カイノス 490,880 196

ローム㈱ 18,200 195

シャープ㈱ 68,000 154

その他(70銘柄) 4,693,040 2,623

    計 9,259,008 9,400

     銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

転換社債型新株予約権付社債(１銘柄) 20 20

    計 20 20

     種類及び銘柄 
投資口数等

(口) 
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

投資事業有限責任組合等への出資(４銘柄) － 270

    計 － 270



【有形固定資産等明細表】 

 (注) １．当期増加額の主なものは次のとおりである。 

２．当期減少額の主なものは次のとおりである。 

 

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産    

建物 39,878 1,486 177 41,187 27,268 1,297 13,919

構築物 8,043 464 155 8,352 6,158 226 2,194

機械装置 134,885 7,706 4,574 138,017 114,460 6,215 23,557

車両運搬具 231 14 11 234 203 7 31

工具器具備品 19,126 1,728 1,575 19,279 16,660 715 2,619

土地 9,790 3 4 9,789 － － 9,789

建設仮勘定 2,022 12,976 11,116 3,882 － － 3,882

有形固定資産計 213,975 24,377 17,612 220,740 164,749 8,460 55,991

無形固定資産    

借地権 10 － － 10 － － 10

商標権 36 － － 36 9 3 27

ソフトウェア 4,747 1,134 39 5,842 2,063 525 3,779

施設利用権 421 － 0 421 363 3 58

無形固定資産計 5,214 1,134 39 6,309 2,435 531 3,874

長期前払費用 1,005 20 569 456 299 87 157

繰延資産 － － － － － － －

           百万円 

  機械装置 :   山崎事業所 2,643  

        下館事業所 2,224  

        五所宮事業所 1,451  

        五井事業所 756  

  
建設仮勘定 : 

  
当期増加額の大半は、当期中に機械装置等に振り替えられた。 

その主なものは上記のとおりである。 

           百万円 

  機械装置 :   下館事業所 2,422  

        山崎事業所 1,464  

        五所宮事業所 381  

        五井事業所 233  

             



【引当金明細表】 

 (注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 2,587 1,391 429 1,259 2,290

役員退職慰労引当金 779 159 86 － 852



(2)【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

(イ)残高の相手先別内訳 

  

(ロ)残高の期日別内訳 

  

 

区分 金額(百万円)

現金 452 

預金 

 当座預金 50 

 普通預金 2,484 

小計 2,534 

合計 2,986 

相手先 金額(百万円)

カルソニックカンセイ㈱ 90 

㈲石川サイエンス 70 

㈱兼蔵 68 

㈱双洋 66 

豊和繊維工業㈱ 32 

その他 334 

合計 660 

期日 金額(百万円)

平成19年４月期日のもの 25 

〃 ５月期日のもの 91 

〃 ６月期日のもの 218 

〃 ７月期日以降のもの 326 

合計 660 



ハ．売掛金 

(イ)残高の相手先別内訳 

  

(ロ)滞留及び回収状況 

 (注) 消費税及び地方消費税を含めて表示している。 

  

ニ．たな卸資産 

  

ホ．短期貸付金 

  

 

相手先 金額(百万円)

日立化成商事㈱ 16,059 

Hitachi Chemical Co. (Hong Kong) Limited 3,652 

台湾日立化成國際股份有限公司 2,562 

日立化成工業(上海)有限公司 2,155 

Hitachi Chemical Company America, Ltd. 1,932 

その他 24,081 

合計 50,441 

前期末残高Ａ 
(百万円) 

当期計上高Ｂ 
(百万円) 

当期回収高Ｃ 
(百万円) 

当期末残高Ｄ
(百万円) 

回収率(％)
Ｃ 

Ａ＋Ｂ 
滞留率(％) 

  
Ｄ 

Ｂ 

42,273 264,438 256,270 50,441 83.6   19.1 

区分 製品(百万円) 半製品(百万円) 原材料(百万円) 仕掛品(百万円) 

エレクトロニクス関
連製品 

1,092 1,941 1,585 1,235 

機能性材料関連製品 1,518 274 1,414 1,594 

合計 2,610 2,215 2,999 2,829 

相手先 金額(百万円)

日立化成ビジネスサービス㈱ 42,518 

合計 42,518 



② 固定資産 

関係会社株式 

  

③ 流動負債 

買掛金 

  

④ 固定負債 

社債 

 「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表」に記載のとおりである。 

  

(3)【その他】 

該当事項なし 

  

銘柄 貸借対照表計上額(百万円) 

㈱日立ハウステック 15,092 

Hitachi Chemical (Johor) Sdn. Bhd. 6,448 

Hitachi Chemical (Singapore) Pte. Ltd. 5,407 

新神戸電機㈱ 4,950 

Hitachi Chemical Diagnostics, Inc. 4,282 

その他 21,557 

合計 57,736 

相手先 金額(百万円)

古河電気工業㈱ 1,728 

住友商事ケミカル㈱ 1,457 

日化テクノサービス㈱ 647 

日立化成オートモーティブプロダクツ㈱ 545 

㈱日立ハイテクノロジーズ 469 

その他 24,419 

合計 29,265 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割

当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有していない。 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000
株券、1,000,000株券及び当社が特に必要を認めた株式数を表示した株
券の発行ができる。 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日その他取締役会が定める日

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 (東銀ビル３階)
東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 (東銀ビル３階)
東京証券代行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１件につき、500円に登録する株券の枚数を乗じた金額に10,000円を加算
した金額 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 (東銀ビル３階)
東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 (東銀ビル３階)
東京証券代行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
て行う。 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である(株)日立製作所は、東京証券取引所ほかに上場しており、継続開示会社である。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度(第57期) (自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 平成18年６月22日関東財務局長に提出 

(2) 訂正発行登録書 

平成18年６月22日関東財務局長に提出 

(3) 発行登録追補書類及びその添付書類 

平成18年８月８日関東財務局長に提出 

(4) 発行登録書及びその添付書類 

平成18年10月26日関東財務局長に提出 

(5) 半期報告書 

 (第58期中) (自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)  

 平成18年12月20日関東財務局長に提出 

(6) 訂正発行登録書 

平成18年12月20日関東財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし 

  



  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月22日

日立化成工業株式会社       

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻  幸一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

立化成工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

日立化成工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より事業区

分の方法を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月19日

日立化成工業株式会社       

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻  幸一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日立化成工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

日立化成工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月22日

日立化成工業株式会社       

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻  幸一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

立化成工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立

化成工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月19日

日立化成工業株式会社       

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻  幸一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日立化成工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

日立化成工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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